
令和３年 第６回 川口市教育委員会定例会

                                日 時 令和３年４月２８日（水） 

                                    午後３時３０分 

                                場 所 第一本庁舎６０１大会議室 

日    程

１ 開 会

２ 点 呼

３ 前回会議録の承認

（１）第５回川口市教育委員会定例会会議録 

４ 教育長報告

（１）３月市議会定例会の概要について                          ――別添１

（２）教育財産の用途廃止について                            ――当日１

（３）学級編制の特例に係る取扱いについて                        ――  １

（４）令和３年度川口市立高等学校入学者選抜結果について                 ――  ２

（５）令和元・２年度研究委嘱発表について                        ――  ３

（６）教育委員会における新型コロナウイルス感染症の対応について             ――  ４

５ 協議事項

（１）６月市議会案件について                              ――当日２

６ 議 事

議案第４６号 令和３年度川口市障害児就学支援委員を

委嘱・任命することについて        ――  ６

議案第４７号 令和３・４年度研究委嘱校を委嘱することについて              ――  ９

議案第４８号 令和３・４年度課題研究員を任命することについて              ―― １１

議案第４９号 専決処分の承認について（令和３・４年度川口市小中連携・

                 一貫教育推進校を委嘱することについて）        ―― １４

議案第５０号 専決処分の承認について（令和３・４年度川口市小中連携・

                一貫教育推進委員を任命することについて）        ―― １６

７ その他

８ 閉 会



学級編制の特例に係る取扱いについて

１ 基準外配当を受けて、特例の学級編制を行う学校（中学校２校）

 中学校第１学年【３８名編制】

２ 基準外配当を受けて、標準の学級編制を行う（特例の学級編制を行わない）

学校（中学校２校）

（１）領家中学校

  ア 該当学年  第１学年

  イ 生徒数   １６０名

  ウ 学級数   ５学級編制をせず、標準編制による４学級編制とする。

  エ 理由    加配された教員を活用して、少人数指導を実施し、基礎学

力の定着を図るため。

（２）戸塚西中学校

  ア 該当学年  第１学年

  イ 生徒数   ２７２名

  ウ 学級数   ８学級編制をせず、標準編制による７学級編制とする。

エ 理由    加配された教員を活用して、少人数指導を実施し、基礎学

力の定着を図るため。

３ 指導方法の工夫改善に伴う加配教員を活用し、特例の学級編制を行う学校（小

学校２校）

小学校第３学年【３５名編制】

Ｎｏ 学校番号 学校名 生徒数 実編制学級数 標準学級数

１ 中２２ 安行東中学校 １１８ ４ ３

２ 中２７ 川口市立高等学校

附属中学校

８０ ３ ２

Ｎｏ 学校番号 学校名 児童数 実編制学級数 標準学級数

１ 小１０ 青木北小学校 １１５ ４ ３

２ 小２２ 芝西小学校 １０７ ４ ３

-1-

教育長報告（３）



令和３年度　合格発表　令和３年３月８日

令和２年度　合格発表　令和２年３月９日

受検者 合格者 倍率 計 比率 受検者 合格者 倍率 計 比率

739 458 ％ 633 525 ％

男 232 136 84 61.8 185 152 99 65.1

普通 女 249 146 61 41.8 200 168 86 51.2

計 481 282 1.71 145 51.4 385 320 1.20 185 57.8

男 68 44 21 47.7 60 47 21 44.7

女 52 36 17 47.2 87 74 34 45.9

計 120 80 1.50 38 47.5 147 121 1.21 55 45.5

男 62 33 24 72.7 42 28 11 39.3

理数 女 20 7 3 42.9 15 12 4 33.3

計 82 40 2.05 27 67.5 57 40 1.43 15 37.5

男 32 32 32 100.0 22 22 20 90.9

総合 女 24 24 24 100.0 22 22 21 95.5

計 56 56 1.00 56 100.0 44 44 1.00 41 93.2

令和３年度　検査・面接　令和３年３月１７日、合格発表　令和３年３月１９日

定時制欠員補充① 令和２年度　検査・面接　令和２年３月１７日、合格発表　令和２年３月１９日

　（選抜結果）

合格者 倍率 市内合格 合格者 倍率 市内合格

市内 市内

募集人員 80 男 2 2 2 2 11 10 11 10

総合 一般合格 [ 56 ] 女 5 3 5 3 8 7 8 7

欠員募集 24 計 7 5 7 1.00 5 19 17 19 1.00 17

令和３年度　検査・面接　令和３年４月６日、合格発表　令和３年４月７日

定時制員補充② 令和２年度　検査・面接　令和２年４月６日、合格発表　令和２年４月７日

　（選抜結果）

合格者 倍率 市内合格 合格者 倍率 市内合格

市内 市内

募集人員 80 男 1 1 1 1 2 1 2 1

総合 合格累計 [ 63 ] 女 0 0 0 0 3 3 3 3

欠員募集 17 計 1 1 1 1.00 1 5 4 5 1.00 4

最終合格者数及び比率（定時制）

総数 市内 比率 総数 市内 比率

男 35 27 77.1 35 31 88.6

女 29 26 89.7 33 31 93.9

計 64 53 82.8 68 62 91.2

令和３年度川口市立高等学校入学者選抜結果について

定時制

令和３年度 令和２年度

最終合格者 最終合格者性
別

定時制

令和３年度 令和２年度

全日
・定時

学科等 募集人員
性
別

受検者 受検者

定時制
募集人員

Ｒ３　　８０
Ｒ２　１２０

令和３年度 令和２年度

全日
・定時

学科等 募集人員
性
別

受検者 受検者

全日制

募集人員
Ｒ３　２８０
Ｒ２　３２０

スポー
ツ科学
コース

（文理スポー
ツコース）

募集人員
Ｒ３　　８０
Ｒ２　１２０

募集人員
Ｒ３　４０
Ｒ２　４０

令和３年度 令和２年度

全日
・定時

学科等 募集人員
性
別

一般募集 市内中学校出身者 一般募集 市内中学校出身者
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学校名 研究領域 研究主題 研究発表日
研究教科
領域等

1 上青木南小学校 「体力向上」に関する研究 運動好きで心も体もたくましい児童の育成
令和３年１０月２８日
（木）

体育

2 芝富士小学校
「プログラミング教育」に
関する研究

プログラミング的思考を育てる授業の創造
令和３年１０月２９日
（金）

総合

3 青木中学校 「徳力向上」に関する研究
道徳の教科化にともなう評価システムの構築
～よりよい道徳的実践意欲と態度の育成～

令和３年１１月２日
（火）

道徳

4 慈林小学校 「学力向上」に関する研究
『学び合い』のある授業を充実させ、学力（算数）の向上を目指
す

令和３年１１月９日
（火）

算数

5 戸塚小学校 「学力向上」に関する研究
主体的に学び、共に高め合う児童の育成
～児童の見方・考え方を働かせ、熱中する授業づくり～

令和３年１１月１７日
（水）

国語

6 木曽呂小学校 「学力向上」に関する研究
主体的に学習し、共に学び合い、高め合う児童の育成
～日常生活に生きて働く知識及び技能の確実な習得と、思考力を
高める授業を目指して～

令和３年１１月２５日
（木）

算数・国語

7 原町小学校 「学力向上」に関する研究 自ら学び、共に学び合う児童の育成
令和４年１月２５日
（火）

全教科

8 根岸小学校 「学力向上」に関する研究
思いや考えを伝え合い、学び合う児童の育成
～書くことを好きになる授業づくり～

令和４年１月２６日
（水）

国語

9 南平幼稚園 「幼稚園教育」に関する研究 言葉による伝え合いを楽しむ幼児の育成
令和４年１月２８日
（金）

幼稚園教育

10 十二月田小学校 「学力向上」に関する研究 数学的な思考力・表現力を育てる指導の工夫
～言語活動の充実を重視した算数科の授業づくり～

令和４年２月１日
（火）

算数

11 在家小学校 「学力向上」に関する研究 進んで自分の考えや気持ちを伝え合うことのできる児童
令和４年２月２日
（水）

国語

12 辻小学校 「体力向上」に関する研究
豊かな心と健やかな体をもつ児童の育成
～主体的・対話的で深い学びを通して～

令和４年２月９日
（水）

体育

13 朝日西小学校 「学力向上」に関する研究
共に学び合い、生き生きと主体的に学習する児童の育成
～思考力・表現力をはぐくむ言語活動の充実を目指して～

令和４年２月１５日
（火）

国語

14 領家小学校 「学力向上」に関する研究
確かな学力を身に付け、生き生きと学ぶ子の育成
～思考力・判断力・表現力を高める、国語の授業づくり～

令和４年２月１６日
（水）

国語

幼稚園　１園　　　小学校　１２校　　　中学校　１校　　　計１４校（園）

令和元・２年度研究委嘱発表について
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教育委員会における新型コロナウイルス感染症の対応について

（教育総務部）

 夜間の施設利用時間を午後７時までとする。

１ 利用を制限する施設

公民館等、スポーツセンター等、中央図書館、メディアセブン

  現在の午後９時までの利用時間を午後７時までとする。

  ※今後の国、県の動向を注視する。

２ 制限期間 令和３年４月２０日（火）から県のまん延防止等重点措置適用の終了まで

３ 各施設の利用人数制限等

  ※今後も引き続き実施

公民館等 ・各室の定員の２分の１以下での利用

アートギャラリー・

アトリア

・展覧会開催時の観覧者の会場入室を１０人程度に制限（貸

館含む）

・ミニライブラリーの一時利用中止（図書コーナー撤去）

文化財センター等 ・少人数での見学

図書館 ・閲覧席数を２分の１以下に制限

メディアセブン ・各室の利用を定員の２分の１以下に制限

科学館 ・展示室利用時の定員を１００人に制限

・プラネタリウム（定員１６０人）の定員を７０人に制限

スポーツセンター等 ・プールは更衣室ロッカー数の２分の１、トレーニングル

ームは設置器具の数の２分の１、会議室は定員の２分の１

以下での利用
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教育委員会における新型コロナウイルス感染症の対応について

（学校教育部）

１ 現時点での対応状況

（１）児童・生徒の健康観察、マスク・手洗い・換気の徹底、給食時の会話禁止など感染

症対策を実施

（２）「新しい生活様式」を踏まえた学校の行動基準【レベル１】

   ・身体的距離の確保

    …１ｍを目安に学級内で最大限の間隔を確保

   ・感染リスクの高い教科活動

    …適切な感染対策を行った上で実施

   ・部活動（自由意思の活動）

    …十分な感染対策を行った上で実施

２ まん延防止等重点措置期間における対応

（１）適用前の措置を再度徹底（通知送付）

   ※国や県の通知により、変更の可能性あり

（２）部活動（自由意思の活動）

   …十分な感染対策を行った上で実施

    ただし、ア 活動日数…７日以内

        イ 活動時間…１２０分程度

        ウ 校外活動…原則市内のみ可

        エ 泊を伴う活動…禁止
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議案第４６号 

令和３年度川口市障害児就学支援委員を委嘱･任命することについて 

川口市障害児就学支援委員会条例第４条及び第５条の規定により、別紙のとおり川

口市障害児就学支援委員を委嘱・任命することについて、議決を求める。 

令和３年４月２８日提出 

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平 
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１ 委嘱・任命をする者 

氏 名 現在の職 再・新

小山 望
田園調布学園大学 

大学院教授
再

内山 千鶴子 目白大学教授 再 

坂本 佳代 
川口市立医療センター 

リハビリテーション科言語聴覚士
再 

下平 雅之 川口市立医療センター医師 再 

浅井 亨 川口市立医療センター名誉院長 再 

柴田 勲 しばた心身クリニック院長 再 

相澤 靖子 埼玉県立川口特別支援学校教頭 再 

山田 晴美 川口市立朝日西小学校長 新 

櫻井 秀子 川口市立戸塚北小学校長 新 

須山 恵美子 川口市立里小学校長 再 

福嶋 繁夫 川口市立桜町小学校長 再 

小野 毅 川口市立上青木中学校長 再 
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２ 任期 

  令和３年５月１７日から令和４年３月３１日まで 

中根 隆弘 川口市立戸塚西中学校長 再 

岡田 則幸 川口市立わかゆり学園長 新 

横野 篤
川口市子ども部子育て相談課長兼 
子ども発達相談センター所長 

新 
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議案第４７号 

令和３・４年度研究委嘱校を委嘱することについて 

研究委嘱に関する要綱第４の規定により、次のとおり委嘱校を委嘱することについ

て、議決を求める。 

記 

１ 委嘱校 

  別紙のとおり 

２ 任期 

  令和３年５月１９日から令和５年３月３１日まで 

令和３年４月２８日提出 

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平 
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学校名 研究領域 研究主題

1 飯仲小学校
「学力向上」「体力向上」に関す
る研究

よさを認め合い、夢中になって取り組む授業の創造
～知・徳・体の調和がとれ、自ら学ぶ、人間性豊かな児童の
育成～

2 朝日東小学校
「学力向上」「徳力向上」に関す
る研究

居場所をつくり、自らを表現しようとする児童の育成
～魅力ある学級経営・授業展開から迫る学力の向上～

3 南鳩ヶ谷小学校 「学力向上」に関する研究
自主的・実践的な態度の育成
～言葉がもつよさを生かして～

4 鳩ヶ谷中学校 その他の研究領域（防災教育）
「防災教育」に関する研究
～自助・協助のできる生徒の育成を目指して～

5 舟戸幼稚園

6 舟戸小学校

7 南中学校

8 中居小学校 「体力向上」に関する研究
児童一人ひとりが生き生きと学びに向かう力の育成
～体育科からのアプローチを中心として～

9 鳩ヶ谷小学校 「学力向上」に関する研究 問題解決的な学習の充実＜発展と進化＞

10 領家中学校 「学力向上」に関する研究
意欲的に自己を表現する生徒の育成
～認め合い、高め合い、伝え合う生徒を目指して～

11 安行東小学校 「学力向上」に関する研究
主体的に学習に取り組む安行東っ子の育成
－数学的な見方・考え方を働かせる授業づくり－

12 戸塚綾瀬小学校 「学力向上」に関する研究
主体的・対話的・感動的な授業の実践
～学び合いの中で説明する力が身につき、理解を深められる
児童の育成～

13 差間小学校 「学力向上」に関する研究
ＧＵだヨ！全員集合
きいて！おしえて！！ＤＯしたい！！！

14 東本郷小学校 「学力向上」に関する研究
確かな学力を身に付けるための指導法の工夫
～主体的・対話的で深い学びの実現に向けて～

15 元郷小学校 「学力向上」に関する研究
「主体的・対話的で深い学び」の実現と創造
～学級活動を核とした授業実践をとおして～

算数

国・特活

国・特活

総合・特活

算数

全教科

体育

幼稚園　１園　　　小学校　１１校　　　中学校　３校　　　　　計１５校（園）

全教科

令和３・４年度研究委嘱校一覧

研究教科・
領域等

体育

国・算・特活

全教科

「学校間連携教育」に関する研究 学びをつなげ、夢をはぐくみ、未来を拓く連携教育の推進 国際理解教育等

算数
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議案第４８号 

令和３・４年度課題研究員を任命することについて 

川口市課題研究実施要綱第３条の規定により、別紙のとおり課題研究員を任命する

ことについて、議決を求める。 

令和３年４月２８日提出 

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平 
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１ 任命をする者 

教科等 学校名 職名 氏名 

算数・数学 

慈林小学校 教諭 加藤 秀樹 

木曽呂小学校 教諭 菅野 優太郎 

安行中学校 教諭 重盛 亮宏 

領家中学校 教諭 池上 雅子 

生活 

飯仲小学校 教諭 山田 彩

原町小学校 教諭 山口 みどり 

戸塚小学校 教諭 野田 耕治 

舟戸幼稚園 教諭 髙岡 宏文 

音楽 

芝中央小学校 教諭 岸田 美穂 

辻小学校 教諭 坂本 喜代香 

芝東中学校 教諭 佐藤 光太郎 

鳩ケ谷中学校 教諭 岡﨑 萌真 

図画工作・ 

美術 

朝日東小学校 教諭 石井 千晶 

東領家小学校 教諭 杉本 絵美 

辻小学校 教諭 宮本 優子 

北中学校 教諭 久野 司 

家庭・ 

技術家庭 

木曽呂小学校 教諭 古森 美希 

十二月田中学校 教諭 尾崎 裕也 

芝中学校 教諭 山口 大貴 

戸塚西中学校 教諭 大沢 恵美 

外国語・ 

英語 

芝南小学校 教諭 佐藤 美由貴 

十二月田小学校 教諭 上沢 陽子 

芝中学校 教諭 大塩 直道 

元郷中学校 教諭 小林 裕平 
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総合的な 

学習時間 

元郷小学校 教諭 山下 剛輝 

新郷小学校 教諭 大隅 彰之 

南中学校 教諭 國分 智博 

領家中学校 教諭 大川 紗耶 

２ 任期 

令和３年５月２６日から令和５年３月３１日まで 
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議案第４９号 

専決処分の承認について 

 令和３・４年度川口市小中連携・一貫教育推進校を委嘱することについて、川口市

教育委員会の事務の委任等に関する規則（昭和３２年教育委員会規則第１号）第２条

第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告し、

承認を求める。 

令和３年４月２８日提出 

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平 
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専 決 処 分 書 

 令和３・４年度川口市小中連携・一貫教育推進校を委嘱することについて、川口市

教育委員会の事務の委任等に関する規則（昭和３２年教育委員会規則第１号）第２条

第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

記

１ 委嘱をする学校

 【在家中学校区】

 （１）川口市立柳崎小学校

 （２）川口市立在家小学校

 （３）川口市立在家中学校

２ 任期

  令和３年４月２７日から令和５年３月３１日まで

令和３年４月１６日

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平
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議案第５０号 

専決処分の承認について 

 令和３・４年度川口市小中連携・一貫教育推進委員を任命することについて、川口

市教育委員会の事務の委任等に関する規則（昭和３２年教育委員会規則第１号）第２

条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告

し、承認を求める。 

令和３年４月２８日提出 

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平 
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専 決 処 分 書 

 令和３・４年度川口市小中連携・一貫教育推進委員を任命することについて、川口

市教育委員会の事務の委任等に関する規則（昭和３２年教育委員会規則第１号）第２

条第１項の規定により次のとおり専決処分する。 

記

１ 任命をする者

 （１）川口市立柳崎小学校 校長 相樂 雅彦

 （２）川口市立在家小学校 校長 渡辺 訓次

 （３）川口市立在家中学校 校長 松﨑 寛幸

 （４）川口市立柳崎小学校 教諭 小林 崇

 （５）川口市立在家小学校 教諭 宇田川 雄

 （６）川口市立在家中学校 教諭 若林 拓海

２ 任期

  令和３年４月２７日から令和５年３月３１日まで

  令和３年４月１６日

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平
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３月市議会定例会の概要について 

川 口 市 教 育 委 員 会 
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教育長報告（１） 別添資料１



                                  教育総務部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                （教育総務課）

＜質問概要＞

宇田川 好秀 議員（自民）

９ 安全・安心な学校施設の環境整備

について

大関 修克 議員（公明）

２ 国の２０２１年度予算と本市の

取り組みについて

(3) 脱炭素について

イ 避難先となる公共施設について 

・避難先となる中学校体育館に空調機

を設置する事業の中で、国の補助事業

を活用し、太陽光パネルや蓄電池など

の整備に取り組んでみてはどうか

＜答弁概要＞

（教育総務部長）

Ａ 本市の学校施設の多くは、昭和４０年代

から５０年代にかけて建設されており、すで

に数十年が経過していることから、施設の老

朽化対策が喫緊の課題であると認識してい

る。こうした中、平成３０年度には、学校施

設の長寿命化計画の策定にあたり、各施設の

劣化状況調査を実施したところである。

 令和３年度の予算編成にあたっては、この

調査の結果も踏まえ、施設の安全対策を優先

とし、屋上防水や外壁の改修等を計画してい

るところである。さらに、外壁の劣化の進行

状況等を把握するため、画像による分析調査

など最新技術の活用も検討し、安全・安心な

学校施設の整備に努めていきたいと考えて

いる。

（教育総務部長）

Ａ 災害時に避難所となる学校施設におけ

るエネルギー供給源として、太陽光パネルや

蓄電池等の再生可能エネルギー設備を設置

することは、国が推進する「脱炭素社会への

移行」を進めるうえでも、先進的かつ重要な

取り組みであると認識しているところであ

る。導入にあたっては、太陽光発電設備の設
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金子 幸弘 議員（共産）

６ 川口市の教育の刷新を

(1) 少人数学級の実施でひとりひと

りの子どもたちに向き合える教育に

ア 小学校における３５人学級導入

に向けた学校の新設、教室の確保の対

応について

杉本 佳代 議員（自民）

５ 小学校の３５人学級に向けた準

備について

(1) 教室の確保について

・小学校の３５人学級に向けた教室の

確保について

置に伴う施設への構造的な負荷や蓄電装置

の設置場所、整備スケジュールへの影響等の

課題も多くあると考えている。

 このことから、令和４年の夏までに稼働を

計画している中学校体育館への空調機設置

事業の中で、これらの課題を検証し、再生可

能エネルギー設備の導入が可能な学校をま

ずはモデルケースとして、当該補助制度を活

用した事業への取り組みについて、前向きに

検討していきたいと考えている。

（教育総務部長）

Ａ 小学校の全学年で令和７年度までに３

５人学級を導入することにより、教室が不足

することが想定される学校については、まず

は、各学校において多目的に活用している部

屋を教室に転用することにより教室の確保

を図るほか、状況によっては、仮設校舎を設

置することで対応していきたいと考えてい

る。

なお、学校の新設については、現在のところ、

計画していない。

（教育総務部長）

Ａ 令和７年度までに小学校の全学年で３

５人学級を導入する場合、小学校５２校のう

ち１７校で教室の不足が生じることが想定
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濱田 義彦 議員（自民）

１ 川口市の教育について

(4) 学校の改築計画について

・老朽化が進んだ校舎の改築計画は、

どのような考え方で進めていくのか

されているところである。このことから、ま

ずは、各学校において多目的に活用している

部屋を教室に転用するほか、状況によっては

仮設校舎も視野に検討しているところであ

る。

 なお、議員指摘のとおり、多目的に活用し

ている部屋の中には、空調機が設置されてい

ない部屋もあることから、転用にあたって

は、空調機やＩＣＴ対応等必要な設備を設置

し、３５人学級の導入に支障を来たさぬよ

う、関係部局と協議し、対策を講じていきた

いと考えている。

（教育総務部長）

Ａ 学校施設の長寿命化計画については、老

朽化が進んでいる学校施設において対策を

講じるべく、今後の大規模改修や改築など学

校施設の中長期的な整備方針を定め、策定す

るものである。議員指摘の校舎の改築計画に

ついては、築年数や劣化状況調査の結果を踏

まえ、総合的な観点から定めていきたいと考

えている。
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                                  教育総務部 

令和３年３月市議会定例会 

一般質問質疑応答概要                （生涯学習課）

＜質問概要＞ 

金子 幸弘 議員（共産） 

６ 川口市の教育の刷新を 

(4) 公民館に社会教育主事の配置を 

８ 地域の諸課題について 

(4) 南鳩ヶ谷公民館の料理実習室の 

改善について 

＜答弁概要＞ 

（教育総務部長） 

Ａ 教育委員会では、社会教育法の規定に従

い、教育委員会事務局内の生涯学習課に、今

年度、社会教育主事講習を修了し任命した 2

名を含め、現在 7名の社会教育主事を配置し

ているところである。 

 今後についても、公民館職員と各ブロック

担当の社会教育主事とが連携し、地域ニーズ

をとらえた公民館事業を企画・実施するとと

もに、職員研修を通じ指導・助言を行うなど、

公民館事業の更なる充実を図っていきたい

と考えている。 

（教育総務部長） 

Ａ 公民館等については、日ごろから利用し

やすい施設となるよう計画的な改修に努め

ているところである。 

 こうした中、南鳩ヶ谷公民館の料理実習室

については、今年度中に給湯器を設置する予

定で、準備を進めているところである。 

 なお、空調機の設置については、費用や設

置方法等課題があることから、他の施設の状

況等も踏まえ、調査研究していきたいと考え

ている。 
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濱田 義彦 議員（自民） 

６ 横曽根公民館について 

(1)複合化施設への地域からの要望に

ついて 

・施設の中に誰もが自由に集うことが

できる部屋を設置してほしい

（教育総務部長） 

Ａ 新たに建設する公民館と図書館の複合

施設については、地域の皆様から親しまれ、

利用しやすい施設となるよう、令和３年度か

ら設計に着手し事業を進めていく予定であ

る。 

 議員提案の誰もが自由に集える部屋につ

いては、当該施設の管理上の観点から設置は

難しい状況であるが、共用スペースであるロ

ビー等を集いやすい環境となるよう配慮し、

設計を進めていきたいと考えている。 
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                                  教育総務部 

令和３年３月市議会定例会 

一般質問質疑応答概要                （文化推進室）

＜質問概要＞ 

宇田川 好秀 議員（自民） 

５ 美術館の建設場所と地域のまち

づくりについて 

・建設場所の選考にあたり、どのよう

な点を重視したのか。地域のまちづく

りにどのような効果を考えているの

か。 

＜答弁概要＞ 

（市長） 

Ａ 美術館の建設場所については、平成３０

年度より教育委員会に設置した川口市美術

館建設基本構想・基本計画審議会より、昨年

３月に「川口駅周辺の市所有地を活用する方

針」との答申をいただいたところである。 

 私は、この答申を踏まえ、必要面積の確保

や現実的な整備スケジュール、審議会の答申

に示された設計条件等の充足、周辺地域の賑

わいの創出、整備に係る市の財政負担の低

減、の４項目について客観的に比較検討した

結果、旧栄町公民館跡地を含む栄町３丁目１

１番地区の再開発により建設を目指すもの

とした。 

 特に、地域のまちづくりへの効果について

は、美術館を旧栄町公民館跡地に誘致したい

旨の要望書を川口市商店街連合会及び川口

市中央商店会連合会、川口銀座商店街振興組

合の連名でいただいたところであり、商店街

等と連携することにより、美術館及び商店街

に訪れる方々の流動性を高め、相乗効果によ

り中心市街地の活性化に貢献するものと考

えている。 

 中核市に相応しく、多くの市民に活用いた

だける美術館を建設することで、より一層の

文化の高揚を図るとともに、地域の賑わいづ

くりにも寄与できるよう引き続き準備を進

めていく考えである。 
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（要望） 

 中心市街地活性化への寄与はもち

ろんのこと、多くの市民に活用される

施設となるよう一層の検討を重ね、素

晴らしい美術館にしていただきたい。

 また、一般的に美術館は運営コスト

がかかるが、美術館としての質を確保

した上で運営コストの削減について

もしっかりと検討していただきたい。

大関 修克 議員（公明） 

１１ 文化芸術と本市の取り組みに

ついて 

(1) 美術館について 

ア ＳＤＧｓと美術館について 

・未来を展望したとき、持続可能な社

会の実現に向けた美術館の使命や役

割を再構築するため、「ＳＤＧｓと美

術館」として取り組んではどうか。 

（市長） 

Ａ 私は、「誰一人取り残さない」持続可能

で多様性と包摂性のある社会の実現を目指

すＳＤＧｓの理念の尊重は、行政経営にも大

変重要な要素であると考えている。 

 議員指摘の国際博物館会議京都大会では、

ＳＤＧｓに関連する決議として「持続可能な

開発のための２０３０年アジェンダの履行」

と「博物館、コミュニティ及び持続可能性」

が採択され、ＳＤＧｓが掲げる１７の目標と

１６９のターゲットをテーマとする展覧会

等の開催の検討や、エネルギー負荷や環境負

荷の低減に配慮した施設運営等が話し合わ

れたとのことである。 

私は、新たに整備する美術館においても、

ＳＤＧｓの理念に合った運営が必要である

と考えていることから、国際博物館会議京都

大会の決議を踏まえ、人権、平等、平和など

ＳＤＧｓの趣旨を取り扱った展覧会の実施

や環境負荷低減に配慮した施設運営等に努

めるよう検討していく考えである。 
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イ デジタルコンテンツの活用と体

験型展覧会について 

・最新のデジタル技術を活用したスク

リーンを利用したり、ＶＲによる体験

コーナーを設けることも検討しては

どうか 

エ そごう川口店の撤退について 

・そごう川口店が撤退したが、候補地

との関係は大きな影響があると思わ

れるが、どのように考えるか 

オ 駅からの導線について 

・全国や世界からの来館、各国の要人

に対応できるセキュリティ対策や環

境としなければならないと思うが、駅

からの導線も含めてどのように考え

ているか 

（教育長） 

Ａ 議員提案のとおり、デジタル技術によ

り、超高精細映像で再現した美術品や、寸分

たがわず複製されたクローン文化財による

展覧会、また、これらにＶＲを組み合わせる

ことで、日常空間では考えられない体験がで

きる展覧会等、デジタル技術を駆使した展覧

会が近年人気を博している。 

 このようなデジタルコンテンツを活用し

た体験型の美術展についても、美術館整備に

向けて積極的に検討していきたいと考えて

いる。 

（教育総務部長） 

Ａ 本市の美術館については、本市所有地を

活用することとあわせて、中心市街地の活性

化に寄与することも目的のひとつとして考

えている。 

 議員指摘のそごう川口店の撤退にかかわ

らず、美術館建設を目指す栄町３丁目１１番

地区は銀座商店街に面していることから、美

術館にアート作品を楽しむために来場され

る方のみならず、地域への波及効果を生むよ

うな施設としての美術館建設を目指してい

く。 

（教育総務部長） 

Ａ 当該地は川口駅東口から徒歩５分程度

の場所にあることから、市外はもとより、世

界各国から来館される方々に安全でわかり

やすい美術館までのルートを周辺整備も含

め検討していく。 

 議員指摘の世界の要人が来館した場合の

対策についても、セキュリティ対策などを含

め、施設の整備を検討していきたいと考えて

いる。 
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（要望） 

 美術館のオープニングは盛大に、埼

玉県内のみならず世界中からご覧に

なっていただける内容として欲しい。

碇 康雄 議員（新風） 

６ 美術館の建設について 

(1) 候補地の選定の経緯について 

ア 経緯について 

・栄町３丁目で「目指すこと」になっ

た経緯は。また、「目指す」とはどの

ような意味か。 

イ 決裁権者について 

・基本計画の決裁権者と決裁日は 

(2) 候補地の近隣住民について 

・近隣住民への説明の現状と反応は 

（教育総務部長） 

Ａ 候補地の選定については、川口市美術館

建設基本構想・基本計画審議会からの答申に

合致した栄町３丁目１１番地区、栄町３丁目

１番地区、川口西公園の３箇所を客観的に比

較検討し、栄町３丁目１１番地区を候補地と

して選定した後、昨年１２月２２日に、副市

長を筆頭に関係７部局の部長で構成された

美術館建設庁内会議、２月８日に市長出席の

もと開催された本市重要施策を審議する部

長会議を経て、候補地として選定されたもの

である。  

なお、目指すと表現した意味は、当該地の

再開発事業の事業化をこれから進めること

から、決定ではなく、「目指す」としたもの

である。 

（教育総務部長） 

Ａ 決裁権者は市長だが、現在川口市美術館

建設基本計画案のパブリックコメントを行

っている状況であることから、基本計画の決

裁はまだである。 

（教育総務部長） 

Ａ 現在までに、当該地に隣接するマンショ

ン管理組合より、美術館を含む再開発事業の

予定等について問い合わせをいただき、今
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（再質問） 

６（1）について、栄町３丁目１１番

地区を候補地として、市の検討が始ま

ったのはいつからか。 

６（1）について、「目指す」という表

現ではなく、「決定」となるのはどの

ような段階からか。 

６（2）について、問い合わせを受け

たマンション以外の近隣住民への説

明はしたのか。 

６（2）について、近隣住民への説明

の計画について。 

濱田 義彦 議員（自民） 

３ 美術館の内容と集客性ついて 

・商店街に面した場所に整備するに

は、高い集客力と市民が利用する魅力

が必要と思うが、具体的にどのような

美術館であるのか 

後、再開発事業により美術館建設を目指して

いく旨説明を申し上げたところである。 

（教育総務部長） 

Ａ 第９回川口市美術館建設基本構想・基本

計画審議会において、候補地案のひとつとし

て示され、検討が始まったものである。 

（教育総務部長） 

Ａ 再開発事業が事業化され、当該再開発地

区内の関係権利者の同意をいただいた段階

で美術館建設予定地として計画が決定する

ものと考えている。 

（教育総務部長） 

Ａ 説明は行っていない。 

（教育総務部長） 

Ａ 川口市美術館建設基本計画策定後、広く

計画について公表するとともに、様々な機会

を捉えて説明する予定である。 

（市長） 

Ａ 私は、かねてから中核市に相応しい文化

の高揚を図る本拠地となる美術館の整備に

向け取り組んできたところである。 

 新たに計画する美術館では、寄贈いただい

た本市に関係深い芸術作品や地元に所縁の

ある伝統工芸、美術、鋳金の展示等を通じ、

地元に根差した文化の発信拠点となるアー

トエリアを整備する他、事業者とアーティス

トのマッチングを行うことで、新たな事業の
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可能性を探るものづくりエリア、また、大規

模展示や映像と空間を使った展示に対応し、

展示のない期間はコンベンションやパーテ

ィ、その他エンターテイメント性を持ったイ

ベント等が開催できるイべントエリアの３

つのエリアで構成することを計画している。

 さらに、建設にあたっては、本市が所有す

る資産を活用することで、財政的な負担を最

小限に抑えることを検討している。 

 私は、この美術館が地域のまちづくりに貢

献でき、アート作品を楽しむために来館され

る方のみならず、様々な目的を持った方が、

集い、交流することで、地域の賑わいを創出

する、高い集客性と魅力のある施設となるよ

う、建設に向け準備を進めていく。 

 まちの活性化には、商店街の活性化だけで

なく、全ての世代が住む地域になって、はじ

めて、まちが活性化するものと考えている。

この美術館は、そのための大きな一助となる

と確信している。 
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                                  教育総務部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                 （文化財課）

＜質問概要＞

江袋 正敬 議員（公明）

３ 教育等について

(3) 川口市立文化財センターの移転

について

・ＳＫＩＰシティ内の「彩の国くらし

プラザ」に移転してはどうか

（要望）

 移転の際には、鳩ヶ谷本町の文化財

センター分館の郷土資料館について

も、一緒に移転していただきたい。

＜答弁概要＞

（市長）

Ａ 川口市立文化財センターは、歴史的資源

の保護と活用を目的として、平成１８年６月

に開館したもので、昭和４１年に建設された

ＵＲ川口本町の建物内にあることから、施設

の老朽化等により、移転の必要があるものと

認識している。

 以前から、川口市の原始・古代の歴史から、

近代の鋳物・植木などの地場産業の歴史を、

広く紹介している文化財センターについて、

科学館やプラネタリウムもあり、市内外の

方々が多く利用しているＳＫＩＰシティ内

への移転を検討すべきと考えていた。

 これまで小中学生は、土手を歩いて見学に

訪れていたが、移転によって、社会科見学な

どにおいて、科学館やプラネタリウムと文化

財センターを併せて見学できるなど、両施設

の連携による相乗効果により、学習の場の提

供と施設の有効活用が図られるものと期待

している。

 今後、機会を捉えてＳＫＩＰシティ内に施

設を所有している埼玉県に対し、借用につい

て要望していく。
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                                  教育総務部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                （中央図書館）

＜質問概要＞

前田 亜希 議員（自民）

４ 市立図書館への電子図書の導入

について

（要望）

埼玉県内ではすでに１４市町が導

入済みである。本市も取り残されない

ようにぜひ導入をお願いしたい。

＜答弁概要＞

（教育総務部長）

Ａ 議員提案の電子図書については、パソコ

ンやスマートフォンなどにより自宅におい

ても読書が可能となり、近年では利用できる

タイトル数も増えていることから、読書の選

択肢が広がる有効な手段であると認識して

いる。

本市図書館において、電子図書を導入する

ためには、現在の図書館システムの改修が必

要となることから、令和４年度に予定してい

るシステムの更新の機会を捉えて、導入に向

け関係部局と協議し検討していきたいと考

えている。
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                                  教育総務部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                  （科学館）

＜質問概要＞

江袋 正敬 議員（公明）

３ 教育等について 

(2) 川口市立科学館について 

ア 来館者増へ向けた市内外への取

り組みについて 

・集客に向けた取り組みについて

イ 他の科学館との連携について

＜答弁概要＞

（教育総務部長）

Ａ 科学館への集客に向けた取り組みにつ

いては、広報かわぐち、館報、市内掲示板の

利用及びきらり川口情報メール等を活用し

事業の周知を行っている。

 また、市外に向けては、蕨市の小中学校へ

の館報等の配布他、市外学校の学習利用を推

進するため県内外の旅行代理店４４５社へ

利用案内を配布している。

 さらに、ホームページやＳＮＳを利用した

情報発信の強化、電子申請による講座の募

集、ＹｏｕＴｕｂｅでの動画配信等により、

科学展示室、プラネタリウムや天文台で開催

される専門的で魅力ある事業の周知を図り、

来館者増に努めているところである。

（教育総務部長）

Ａ 他の施設との連携については、全国科学

館連携協議会及び日本科学未来館との連携

によるロボットプログラミング事業の実施

や国立科学博物館との連携によるケナガマ

ンモスの頭蓋骨等を借用した企画展を開催

し、来館者に科学の面白さを体験していただ

いた。

また、プラネタリウムや天文台は、国立天

文台や富山市科学博物館等と天体観測デー

タや映像コンテンツ等の連携を行い、プラネ

タリウムの学習投影や職員による特別投影
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ウ 施設拡張について

（要望）

 科学は、生活にかかせないものであ

る。来館者にとって科学のテーマが分

かりやすく、何度も足を運んでもらえ

る施設となることを要望する。

において活用し提供している。

今後についても、これらの関連機関と連携

を深め、科学館の充実に努めていく 

（教育総務部長）

Ａ 科学館については、開館から１７年が経

過する中、平成２９年度から５カ年計画で設

備の更新や新しい展示装置の導入など、より

学習効果が高まり、科学の魅力を感じられる

よう教育施設としての整備に努めていると

ころである。 

議員提案の施設の拡張については、本市科

学館の規模や施設の維持管理に係る費用等

を勘案する中で難しいものと考えているが、

館内施設における計画的な設備の更新や展

示方法の改善、魅力あるワークショップの企

画と共に、ＳＫＩＰシティ内の他施設を有効

に利用していくことも検討し、施設の充実に

努めていく。
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                                  教育総務部 

令和３年３月市議会定例会 

一般質問質疑応答概要                （スポーツ課）

＜質問概要＞ 

宇田川 好秀 議員（自民） 

１４ 地域の課題について 

(2) 安行スポーツセンターの施設改

修について 

・野球場照明設備や体育館床などの改

修について 

（要望） 

 安行スポーツセンターについては、

利用者の皆様が安全に、そして安心し

て利用することができるよう、施設の

維持管理に努めていただくことを要

望する。 

塩田 和久 議員（青嵐） 

１４ 令和２年度市民体育祭（中学校

の部）の中止にかかわって 

(1) 今後の県大会出場に向けた予選

会開催の判断について 

・今回の県大会出場を中止決定したこ

とを含めて、今後予選会の開催をどの

ように判断するのか 

＜答弁概要＞ 

（教育総務部長） 

Ａ スポーツ施設の改修については、利用者

の皆様に安心して施設を利用していただけ

るよう、各施設の状況に応じて、計画的に実

施しているところである。 

議員指摘の安行スポーツセンターについ

ては、野球場照明設備や体育館の床など、老

朽化により不具合が生じていることは認識

しており、現在、計画的な改修に向けて、関

係部局と協議し検討しているところである。

（教育総務部長） 

Ａ 本市では、県新人体育大会及び駅伝競走

大会については、新型コロナウイルス感染症

の感染状況を踏まえ、生徒の健康と安全を守

ることを第一に考え、さらに教育活動への多

大な影響を総合的に考慮し、出場を辞退した

ところである。 

-17-



(2) 昨年１２月の大会、交流試合の具

体的実施状況について 

・昨年１２月の代替大会等の具体的実

施状況について 

(3) 昨年１２月の大会、交流試合の運

営で配慮した点について 

・昨年１２月に感染者が増えている

中、どのように代替大会等の感染症対

策を行ったのか 

（要望） 

 現在中断している競技も今後再開

を考えているということだが、子ども

の将来をしっかり考えた措置を講じ

 こうしたことから、今後の県大会予選とな

る大会の開催についても同様に、新型コロナ

ウイルス感染症の感染状況等を慎重に見極

めるとともに、大会運営にかかわる関係機関

と連携しながら、適時、適切に判断していき

たいと考えている。 

（教育総務部長） 

Ａ 市民体育祭中学校の部の中止に伴う代

替大会や交流試合については、昨年１２月に

ソフトボールやバレーボールなど８競技を

実施し、４競技はすでに終了しているところ

である。 

 残りの４競技については、現在、新型コロ

ナウイルス感染症の感染状況を考慮し、中断

しているところであるが、今後の状況によっ

て再開することを考えているところである。

（教育総務部長） 

Ａ 代替大会や交流試合については、関係機

関と十分連携を図り、本市の新型コロナウイ

ルス感染症の感染状況を留意のうえ、大会等

の実施に向け検討を重ねてきたところであ

る。 

このような中、感染症対策としては、大会

等の実施日程や会場を分散し、選手及び関係

者の密集を避けるとともに、保護者の参加同

意を得て、学校ごとに体調管理チェックシー

トを提出することに加え、会場においても、

検温や手指消毒を徹底し実施したところで

ある。 
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ることを要望する。 

杉本 佳代 議員（自民） 

８ サッカー施設の充実について 

(1) 資金調達等の調査結果と財源確

保策について 

・他市の事例を含めた資金調達等の調

査結果と財源確保策について 

(2) 本市と同規模他市の人工芝サッ

カー場の設置状況について 

・人口５０万人以上の中核市における

人工芝サッカー場の設置状況 

(3) 今後の課題と設置について 

・人工芝サッカー場の設置について、

今後の課題と設置の考えについて 

（教育総務部長） 

Ａ 人工芝サッカー場の整備については、県

内他市及び人口５０万人以上の中核市にお

いて民間活力を利用し、資金調達して整備し

た事例は見当たらず、整備費の財源として

は、スポーツ振興くじ助成金が活用されてい

るところである。 

 民間活力を利用した整備については、本市

においても、人工芝サッカー場の施設規模や

収益性などの観点から難しいものと考えて

おり、スポーツ振興くじ助成金が整備手法の

一つとして活用できるものと認識している

ところである。 

（教育総務部長） 

Ａ 本市と同規模の人口５０万人以上の中

核市６市のうち、５市において、多目的利用

を含めた人工芝サッカー場を設置している

ところである。 

（教育総務部長） 

Ａ 人工芝の競技場については、天候の影響

を受けることが少ない中で利用できる施設

として認識している。 

一方で、人工芝サッカー場の設置にあた

り、整備する場所や費用が大きな課題と捉え

ているところである。 

 今後、こうした課題を含めて、利用者の利

便性の向上や維持管理経費など、施設の設置

について総合的な視点から研究していく。 
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(4) 場所の選定について 

・サッカー場の敷地面積等の条件と整

備する場所について 

（要望） 

 川口のサッカーを愛する皆さんの

期待に一日も早くこたえられるよう

整備を進めていただくことをお願い

する。 

（教育総務部長） 

Ａ サッカー場については、一般的には、縦

１０５メートル、横６８メートル程度、さら

には、選手の待機場所等を含めると、約９千

平方メートルの広さが必要であると考えて

いる。 

 今後、こうした条件を満たす適地について

調査していく。 
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                                  学校教育部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                  （庶務課）

＜質問概要＞

江袋 正敬 議員（公明）

３ 教育等について

(1) 川口市奨学資金貸付制度の所得

制限撤廃について

＜答弁概要＞

（学校教育部長）

Ａ 議員指摘のとおり、国の支援制度の拡充

により低所得世帯への支援が手厚くなった

ことにより、平成３０年度を境に、奨学資金

の利用者数、貸付金額が減少している傾向が

ある一方、所得制限により貸付が利用できな

い方がおられることも認識している。

こうしたことから、制度の狭間で利用を断

わらざるを得ない方々に対する支援策とし

て、先ずは所得制限の緩和について、引き続

き調査・研究をすすめ、奨学資金を必要とす

る一人でも多くの学生に対し、支援が行える

よう検討していきたいと考えている。
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                                 学校教育部

令和３年３月市議会定例会

一般質問質疑応答概要                 （学務課）

＜質問概要＞

宇田川 好秀 議員（自民）

６ 川口市立高等学校附属中学校開

校について 

＜答弁概要＞

（教育長）

Ａ 市民の皆様の負託に応えるべく、川口市

立高等学校附属中学校では、１，２学年につ

いては１クラスを３０人未満としてクラス

編制し、きめ細やかな授業展開をする。さら

に、1日４５分の７時間授業を実施し、通常
週２９時間の授業を週３５時間の授業とす

ることで、質と量の両面から学習指導の充実

を図っていく。また、英語圏の外国人講師に

よる英語の授業をはじめ、世界中の国々が共

通に抱える２１世紀の諸課題である地球の

気候変動や食糧問題などを英語のテキスト

で学習する学校設定科目、地層観察や気象観

測など現地や関係機関に訪れるサイエンス

フィールドワークの活動など、特色ある教育

活動を進めていく。これらの取り組みによ

り、中学・高校６年間を通して、川口の宝で

ある子ども達に社会性や豊かな人間性及び

確かな学力を育むとともに、自分の夢を実現

させるための第一歩となるような学校づく

りに邁進していく。
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金子 幸弘 議員（共産）

６ 川口市の教育の刷新を

(1) 少人数学級の実施でひとりひと

りの子どもたちに向き合える教育に

イ 中学校について川口市独自に少

人数学級の実施を 

塩田 和久 議員（青嵐）

１３ 緊急事態宣言中における市内

公立学校のグラウンド貸し出しにつ

いて 

（学校教育部長） 

Ａ 本市独自に教員を増員し、少人数学級を

編制することは財源と人材の確保等に課題

があることから難しいと考える。 

中学校においても少人数で学級を編制す 

ることは、きめ細やかな指導が展開され、効

果的な方策の一つであることと認識してい

るが、現状においては、各校に配置された少

人数指導加配教員を活用し、一人一人に行き

届いた教育を推進していく。

（学校教育部長） 

Ａ 緊急事態宣言の再発令に伴い、埼玉県教

育委員会より示された学校運営の基本方針

に基づき、本市においても、教育活動を継続

しているところである。   

そのような状況のもと、学校施設の貸し出

しについては、川口市内のスポーツ施設等と

同様に、１月８日から緊急事態宣言解除まで

の期間において夜７時までと限定するとと

もに、利用団体には他団体との交流制限など

を依頼している。 

今後も、利用団体に対して、感染防止対策

の徹底等についてご理解ご協力をいただき

ながら、社会教育施設の役割を担っていく。
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杉本 佳代 議員（自民）

５ 小学校の３５人学級に向けた準

備について

(2) 教員の確保について 

濱田 義彦 議員（自民）

１ 川口市の教育について 

(1)  ３５人学級の実現に向けての課 

題について 

・新３年生において、児童一人一人に

応じたきめ細やかな指導を実現させ

ていくための本市の方針について

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘のとおり、病休や産休等に係る

代替教員だけでなく、令和３年度以降の３５

人学級に向けた教員の確保は、重要な課題で

あると認識している。 

教員を確保するために、今年度も市のホー

ムページでの教員募集の掲載をはじめ、６６

の公共施設や８３の大学へ教員募集ポスタ

ーの掲示を依頼したり、教員免許を取得でき

る関東圏内の１８の大学を訪問したりする

等、積極的に行っている。 

今後は、更なる教員の確保に向けて、県教

育委員会へ教員の登録状況をこまめに確認

するなどし、県教育委員会との連携を今まで

以上に強化していく。 

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘の新３年生については、各学校

が実態に最も適した指導体制を主体的に判

断し、すでに配当されている加配教員の活用

により、少人数学級編制を行うかどうかを選

択していく。 

新３年生において３５人学級を編制しな

い場合についても、全校に配置している少人

数指導のための加配教員を最大限に活用し、

一人一人の学びを保障していく。学習内容に

応じて学級を習熟度別に分けて行う少人数

指導や複数教員によるティームティーチン

グ等をさらに充実させることにより、引き続

き児童一人一人に応じたきめ細やかな指導

を行っていく。

-24-



                                学校教育部 

令和３年３月市議会定例会 

一般質問質疑応答概要                 （指導課）

＜質問概要＞ 

大関 修克 議員（公明） 

５ 教育と本市の取り組みについて 

(1) 特別支援教育について 

ア 現状について 

・特別支援学校教諭免許状の取得率に

ついて 

イ 専門的な知識を持った教員につ

いて 

ウ 支援について 

＜答弁概要＞ 

（学校教育部長） 

Ａ 令和２年度現在、本市の特別支援学校教

諭免許状を取得している特別支援学級の教

員は、４０．４％である。 

（学校教育部長） 

Ａ 特別支援教育は、教育の根幹であり、専

門的な知識を持つ教員を育成することは、特

別支援教育を推進するだけでなく、教育活動

全般において、大変重要なことと考えてい

る。これまで、特別支援学級の担任を対象と

した研修以外にも、特別支援学級設置校長会

主催の研修会などを実施し指導力の向上を

図ってきた。 

さらに、専門的な知識をもった経験豊かな

人材を広く育成していくために、各小中学校

において特別支援学級担当への異動を積極

的に働きかけるとともに、その勤務校におけ

る在籍期間を柔軟にすることで、在籍７年目

以降も視野に入れた、校長による長期的な人

材育成が図られるようにしたところである。

（学校教育部長） 

Ａ 教職員が、特別支援学校教諭の免許を保

有することは、特別支援教育の高い専門的な

知識を有する上で有効な手段であると認識

している。 

現在、免許取得にあたっては、大学などに
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エ 特別支援学級について 

（要望） 

特別支援学級の全小中学校への早期

の設置を要望する。 

金子 幸弘 議員（共産） 

４ 障害児・者が安心して過ごすこと

ができる川口市に 

(2) 市内に肢体不自由児も学べる特

別支援学校の新設を 

通う、あるいは通信制の大学で単位を取得す

る以外に、認定講習を受け単位を取得する方

法がある。認定講習は教職員の経済的負担が

ないことから、この免許状認定講習の開催案

内を各学校に周知するなどし、免許取得につ

いて、積極的に支援していく。 

（学校教育部長） 

Ａ 市内の特別支援学級の設置については、

拠点校方式による川口市独自の設置方式で

執り進めている。次年度は、小学校８校に新

たに特別支援学級を設置する予定である。こ

れにより当初予定していた令和５年度の設

置率５０％は、早期に達成できる見込みとな

る。 

設置率５０％達成後においても、対象児童

生徒数、通学距離、学校施設などの状況を把

握し、適正規模、適正配置を目指すとともに、

全小中学校への設置も含め、計画的かつ積極

的に進めていく。 

（学校教育部長） 

Ａ 肢体不自由の特別支援学校が市内に設

置されることにより、児童生徒の遠距離通学

の負担が軽減されることは認識している。 

 設置については、その所管が県教育委員会

にあることから、引き続き、肢体不自由児が

学べる県立の特別支援学校を本市に設置す

-26-



(3) 特別支援学級の全校設置を 

６ 川口市の教育の刷新を 

(2) ＩＣＴ活用の教育について 

ア ＩＣＴ導入と川口市の教育につ

いて 

・川口市の教育について協働的な学び

について今後の取り組みを教えてほ

しい。 

ることについて、県教育委員会に働きかけて

いく。 

（学校教育部長） 

Ａ 市内の特別支援学級の設置にあたって

は、拠点校方式で執り進めている。 

令和３年度に特別支援学級を新たに設置

することで、当初予定していた令和５年度の

設置率５０％が早期に達成できる見込みで

ある。 

設置率５０％達成後においても、対象とな

る児童生徒数や通学距離等の状況を考慮し、

全小中学校への設置も含め、計画的に進めて

いく。 

（学校教育部長） 

Ａ これまで「協働的な学び」については、

課題解決に向けた探究的な学習課程や体験

活動において児童生徒同士で関わり合うこ

とはもとより、地域の方と交流するなど、多

様な他者とのかかわりを重視して学習を進

めてきた。 

今後、ＩＣＴの活用が進む中で「個別最適

な学び」を「協働的な学び」に繋げるなど、

より発展的な学習が進められると考えてい

る。 

取り組みとしては、児童生徒一人一人の学

習状況に応じながら、共同で作成・編集等を

行う活動や多様な意見を共有しつつ課題解

決する活動などを実践していく。 
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イ 「電磁波過敏症」への対応につい

て 

・電磁波過敏症を訴える子供がいたら

学びをとめないようにしてほしい。 

ウ 健康問題に留意を 

・ネット依存を含めた健康問題につい

て答えてほしい。 

碇 康雄 議員（新風） 

８ いじめについて 

(1) 卒業証書について 

・卒業証書は、現在、どこにあるのか。

なぜ、渡せていないのか。 

（学校教育部長） 

Ａ 総務省が公開している「電波防護指針」

において、Ｗｉ－Ｆｉルーターからの電磁波

は、人体に有害な影響を及ぼさない値を示し

ている。 

しかしながら、不安をお持ちの保護者や児

童生徒への対応が考えられることから、学校

の授業において端末を活用するにあたり、児

童生徒の健康・安全を第一に考え、子供達の

学習に支障がでないよう対応していく。 

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘のとおり、タブレット端末導入

により予想される様々な健康問題について

は、認識しているところである。 

現在、各学校では児童生徒や保護者に向け

て、埼玉県の「子供安全見守り講座」、警察

や企業による講習会を実施し、ネット依存症

等の健康問題やインターネット利用に伴う

危険性などについて指導している。 

今後、文部科学省の「児童生徒の健康被害

に留意してＩＣＴを活用するためのガイド

ブック」を教職員研修などで活用し周知する

とともに、各学校を通じて家庭にも発信し、

子どもたちの健康問題に取り組んでいく。 

（学校教育部長） 

Ａ 現在、卒業証書は元生徒の出身中学校で

預かっている。 

卒業証書の授与については、現在、係争中

のため、裁判の状況を見極めているところで

ある。 
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(2) 誤りがある文書の訂正について 

(3) 告発について 

ア 当時の校長が告発されたことに

ついて 

イ 「今後の支援体制」の文書につい

て 

・文書のほぼすべてが秘匿される理由

について示してほしい。 

（再質問） 

８(1)について、卒業証書を渡すこと

がどのように、裁判に関係するのか。

８(2)について、内容の精査に時間が

かかる理由は何か。また、保護者から

話合いの申し入れがあると聞いてい

るが、なぜ応じないのか。 

８(3)アについて、告発されたことに

ついて、教育委員会として事実関係を

確認する責任があると思うがいかが

か。 

８(3)イについて、文書の内容は、今

後の支援の仕方や支援を実施した記

録である。この部分を公開しないこと

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘の件については、現在、その内

容を精査しているところである。 

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘の件について、本市教育委員会

は事実関係について承知していないことか

ら、答弁は控える。 

（学校教育部長） 

Ａ 本件文書については、特定の個人に対し

作成されたものであることから、公開できな

いものであり、過日、議員に示した内容の部

分公開となったものである。 

（学校教育部長） 

Ａ 卒業証書に関する内容は、現在、係争中

の裁判においても、取り上げられていること

から、答弁は控える。 

（学校教育部長） 

Ａ 現在、係争中の内容であり、開示文書の

取扱いについては、慎重かつ丁寧に対応して

いる。従って、話し合いについても、面談で

はなく、書面での対応をしている。 

（学校教育部長） 

Ａ 本市教育委員会は、事実関係について承

知していないことから、答弁は控える。 

（学校教育部長） 

Ａ 特定の個人に対してあてた、プライバシ

ー性の高い文書のため、その内容を一般に公

開することは控えるべきと判断し、川口市情
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がどのように、個人の権利利益を害す

ることにつながるのか。 

８(3)イについて、支援体制の文書に

ついては、後から実績が加えられてい

る。誰が追記をしたのか。 

８(3)イについて、公文書における訂

正や追加等の川口市としてのルール

を教えて欲しい。 

塩田 和久 議員（青嵐） 

６ コロナ禍におけるゴルフの在り

方について 

(3) 川口市立高等学校にゴルフ部の

新設について  

１２ 小中学生のパラリンピック選

手との交流事業について 

・東京パラリンピックには、何らかの

報公開条例第７条第２号に該当するものと

したところである。 

（学校教育部長） 

Ａ 議員指摘の件については、現在、係争中

の内容に関わることから、答弁は控える。 

（学校教育部長） 

Ａ 個人情報保護制度における訂正や追記

等の決定は、本市教育委員会では、川口市事

務決裁規程の例により処理しているところ

である。 

（学校教育部長） 

Ａ 生涯スポーツとして人気のあるゴルフ

競技については、健康増進、維持の観点から

も、有意義な競技であると認識している。 

ゴルフ部の新設については、川口市立高等

学校全日制には、運動部、文化部併せて４４

の部活動があることから、指導者や活動場所

の確保などの課題がある。また、保護者の経

済的な負担、さらには、高等学校体育連盟未

加盟競技であることなどから、現段階では、

新設することは難しいと考えているが、学校

に対し、ゴルフ部の運営に関する参考資料等

について、情報提供する。 

（学校教育部長） 

Ａ パラリンピックの理念である「多様性を

認め、障害のある人にとってよりよい共生社

会を実現すること」について学ぶことは、大
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形で小中学生が参加できる場を設け

てほしいと考えているが、現状と取り

組みを教えてほしい。 

１５ 埼玉県立川口工業高等学校掃

除部日本一に伴う川口市立高等学校

の環境教育について 

前田 亜希 議員（自民） 

１ コロナ禍における生活環境の変

化に関する課題について 

(2) 児童生徒へのメンタルケアにつ

いて 

変重要であると認識している。現在、埼玉県

では、選手との交流を通した競技体験の開催

支援をしている。このことから、各学校では、

競技に関する知識や共生社会の実現につい

て学んでおり、その中で、競技体験や選手に

よる講演を行っている学校もある。 

今後も、選手との交流の推進や、各学校の

優れた取り組みを周知することなどを通し

て、本市の小中学生がパラリンピックの理念

を学べるよう努めていく。 

（学校教育部長） 

Ａ 学校における環境教育、地域貢献は、豊

かな人間性や地域で生活する一員としての

自覚を養うためにも重要であり、この度、同

じ市内にある川口工業高校の業績は大変素

晴らしいものと受け止めている。 

現在、川口市立高等学校では、部活動単位

で学校周辺の清掃活動を実施するなど、環境

美化や地域貢献に対する意識の醸成に努め

ている。 

今後も、生徒が清掃活動に主体的に関われ

るよう、生徒会活動や学校行事等を通して

様々な機会を意図的、計画的に設定し、地域

に愛される学校づくりを推進するよう指導

していく。 

（学校教育部長） 

Ａ コロナ禍は、児童生徒の生活に様々な影

響を及ぼしており、子供たちの心身の変化を

見逃さない対応が今まで以上に重要である

と認識している。 
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２ スクールセクハラ対策について 

・本市におけるスクールセクハラに対

する相談体制について 

（要望） 

決して教師から児童生徒へのセク

ハラがおこらないようにする、あるい

は何かあったら相談できる体制にす

ることを要望する。 

濱田 義彦 議員（自民） 

１ 川口市の教育について 

(1) 小中学生の学力向上について 

このことから各学校では、教職員や教育相

談支援員、スクールカウンセラーが連携を図

り、教育相談を行っている。また、川口市立

教育研究所では、教育相談員や教育研究所カ

ウンセラー、スクールソーシャルワーカー、

専門医による相談のほか、緊急要請への対応

も行っている。今後も児童生徒のメンタルケ

アにおける校内体制づくりを強化するとと

もに、本市の相談体制の充実を一層進めてい

く。 

（学校教育部長） 

Ａ 各学校では、管理職の指導の下、教育相

談支援員、スクールカウンセラー、いじめ対

応教員、教育相談担当教員、担任等が連携を

図り、校内教育相談体制を整えている。また、

川口市立教育研究所の教育相談室では、教育

相談員をはじめ、教育研究所カウンセラーや

専門医、また、指導主事が児童生徒、保護者

等からのスクールセクハラを含めた様々な

相談に応じられる体制を整えている。 

今後も、児童生徒、保護者等がいつでも相

談しやすく、幅広い相談体制のさらなる充実

が図られるよう努めていく。

（教育長） 

Ａ 全ての児童生徒の学力向上を図るには、
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(3) 川口市立高等学校について 

ア 今年度の部活動の主な実績につ

いて 

イ アリーナ棟の活用について 

子供一人一人の学習課題や理解度に応じた

きめ細やかな指導・支援を充実していくこと

が重要である。 

各学校では、授業において基礎的・基本的

な知識及び技能の確実な習得を図るととも

に、他者との協働的な学びを重視し、思考力、

判断力、表現力等や学びに向かう力、人間性

等の資質・能力の育成に取り組んでいる。 

今後も、子供の学習に対するつまずきや興

味・関心を把握すると共に、１人１台端末を

活用した個別最適な学びを推進することで、

児童生徒１人１人がわかる・できる授業が実

践されるよう、学校訪問等で指導・助言して

いく。 

（学校教育部長） 

Ａ 今年度は、新型コロナウイルス感染症の

影響により、インターハイなど、全国に通じ

る主要な大会が中止となり、多くの生徒が悔

しい思いをしたところである。そのような

中、ボート部の女子生徒、陸上部の男子生徒

が全国大会へ出場を果たしている。 

さらに、アリーナ棟完成後、１月末に行わ

れた埼玉県高等学校剣道新人大会において、

剣道部女子が団体戦で準優勝し、全国大会初

出場を決めたところである。 

今後も、文武両道を掲げる本校において、

充実した施設を十二分に活用し、他の部活動

においても、更なる成果がでることを大いに

期待するものである。 

（学校教育部長） 

Ａ このたび完成したアリーナ棟は、バスケ

ットコート３面分の大アリーナ、多目的に使

用できる小・中アリーナ、合宿施設、そして

柔道場と剣道場など充実した設備が整って
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ウ 今後の進路目標について 

エ 地域貢献について 

いる。 

今後の活用については、体育の授業はもと

より、今回、全国大会出場を決めた剣道部を

はじめとする部活動、式典、学校行事、勉強

合宿など、様々な教育活動が実現できるもの

と大いに期待しているところである。 

 また、教育活動以外の目的としては、選挙

の開票所、災害時の避難所に活用することも

考えている。  

（学校教育部長） 

Ａ 市内全ての小学校から応募をされて、入

学してくる附属中学校の生徒に対しては、中

高六年間のカリキュラムを組み、三年後、高

等学校に入学してくることから、大きな期待

を寄せている。附属中学校から入学した生徒

と、高等学校から入学した生徒とが相乗効果

を生み、学校全体が活性化することで、国公

立大学、難関私立大学へのさらなる扉が開か

れるものと考えている。   

今後も、生徒一人一人の進路目標の実現に

向け、市立高等学校を支援していく。 

（学校教育部長） 

Ａ 市内唯一の市立高等学校となったこと

で、今まで以上に、地域貢献や市の実施する

様々な事業への協力、参加は、大変に重要で

あると認識している。 

過去には、美術部による新庁舎工事壁面へ

の絵画の提供、戦没者慰霊祭式典への吹奏楽

部の参加、ボランティア部による駅頭でのキ

ャンペーンなどの各種イベントへの参加が

あった。 

今後も、このような活動に生徒が主体的に

参加し、地域貢献ができる環境づくりに努め

ていく。 
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                                  学校教育部 

令和３年３月市議会定例会 

一般質問質疑応答概要                （学校保健課）

＜質問概要＞ 

金子 幸弘 議員（共産） 

２ ＰＣＲ検査の徹底で感染拡大防

止を 

(1) ＰＣＲ検査の拡充を 

ア 学校について 

・教職員を対象としたＰＣＲ検査の実

施について 

６ 川口市の教育の刷新を 

(3) 日本国憲法に基づいて学校給食

の無償化を 

ア 川口市として学校給食の無償化

を実施すること 

＜答弁概要＞ 

（学校教育部長） 

Ａ 本市の教職員は約２，８００人おり、全

員へのＰＣＲ検査の実施は難しいものと認

識している。 

 教職員に陽性者が判明した際は、市保健所

の指示・助言のもと、必要に応じてＰＣＲ検

査の実施、臨時休校措置等、感染拡大防止に

努めている。 

 今後も、県・国のマニュアルに基づき、感

染症対策を徹底するとともに、市保健所と連

携を図りながら、一層の感染拡大防止に努め

ていく。 

（学校教育部長） 

Ａ 学校給食については、学校給食法におい

て、食材にかかる経費は保護者負担とする趣

旨が規定されている。 

 本市で学校給食を無償化するには、この保

護者負担分を補助するために多額の財源が

必要となることから、実現は難しいものと考

えている。 
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イ 小学校で実施した場合の必要な

予算は 

ウ 中学校で実施した場合の必要な

予算は 

エ 第３子以降の無償化を実施した

場合の予算は 

（学校教育部長） 

Ａ 平成２８年度から令和元年度までの決

算額の平均で、小学生分の学校給食費は約１

２億４，５００万円となっている。 

 このことから、本市で市立小学校の学校給

食費を無償化した場合には、毎年度１２億５

千万円程度の財源が必要になると見込んで

いるところである。 

（学校教育部長） 

Ａ 平成２８年度から令和元年度までの決

算額の平均で、中学生分の学校給食費は約６

億４，７００万円となっている。 

 このことから、本市で市立中学校の学校給

食費を無償化した場合には、毎年度６億５千

万円程度の財源が必要になると見込んでい

るところである。 

（学校教育部長） 

Ａ 令和３年２月現在、３名分以上の学校給

食費を負担している保護者の数をもとに第

３子以降の児童生徒数を算出し、試算した。

 その結果、本市で第３子以降の学校給食費

を無償化した場合には、概算で６，６００万

円の財源が毎年度必要となると見込んでい

るところである。 
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1

環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                         教育総務部 

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部 第１０款 教育費

△ 歳入の部 第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

       第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目、第１１目

       第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

       第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変更

   第１０款 教育費 第４項 高等学校費 

高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

   第１０款 教育費 第６項 社会教育費

    領家公民館改築事業 

前川図書館改築事業

 第３条第３表 繰越明許費補正の内

  １ 追加

   第１０款 教育費 第３項 中学校費

    中学校夜間学級建設事業

   第１０款 教育費 第６項 社会教育費

    美術館建設等検討事業

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変更

   学校建設事業

   社会教育施設建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

（こんどう ともあき 委員）

 ３項中学校費、４目学校建設費、２１節補償・

補てん及び賠償金の契約解除違約金の内容を教え

てほしい。

（こんどう ともあき 委員）

 当初の設計では工事が実施できなくなったため

（教育総務課長）

 中学校夜間学級新校舎建設工事の契約解除に

伴い、これまでに各社で発生した製本費、印紙代

等の費用に、各社共通の基準に基づいて算定した

労務費相当額を加算したものである。

（教育総務課長）

 土壌調査の結果、建設予定地には汚染区画が点
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2

質 疑 応 答

に、契約解除となったとのことであるが、どのよ

うな点で工事が無理であると判断したのか、その

理由を教えてほしい。

（こんどう ともあき 委員）

 設計前に地質調査を実施しているが、その時に

汚染されていることはわからなかったのか。

（こんどう ともあき 委員）

建設予定地は、小学校が整備される前は日本車

輌の跡地であったことは把握していたのだから、

最初から調査を実施すべきであったのではない

か。今回の経験を生かして、今後の市政に反映し

てほしい。（要望）

（松本 幸恵 委員）

 小学校費と中学校費の工事請負費の減額補正

として、コロナ禍の影響で夏休みが短縮したため

中止にした工事が含まれているとのことだが、こ

在していることがわかり、当初の設計では当該敷

地に建設することができないため、汚染区画を除

いた敷地で新たに設計を行い、建設することにし

たためである。

（教育総務課長）

 設計前に実施した地質調査は、建設に必要な地

盤強度等について調査することを目的に行った

ものであり、土壌汚染については、その時点では

調査は行わなかった。

その後に実施した地歴調査により、土壌汚染の

可能性が判明したことから調査を行ったもので

ある。

（教育総務課長）

 令和３年度予算にて対応予定である。
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3

質 疑 応 答

れらの工事の今後の実施予定を教えてほしい。

（松本 幸恵 委員）

中学校費の用地購入費は、土地開発公社からの

用地買い戻し費用かと思うが、面積、取得日、用

地取得時の購入金額と、今回の購入費および差額

を教えてほしい。また、その用地の今後の活用予

定も教えてほしい。

（松本 幸恵 委員）

８項体育費、２目体育施設費、１２節委託料の

戸塚スポーツセンター指定管理者管理運営費に

ついて、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策

により生じた影響額の一部として８９０万円計

上したとのことだが、内容を伺いたい。

＜ 討 論 ＞

なし。  

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。

（教育総務課長）

 面積は、２，２９５．４９㎡である。平成２年

９月から１２月にかけて取得したものであり、購

入時の費用は２億３４０万７，６９６円、買い戻

し金額が３億３，２９４万５，６７８円であり、

差額は１億２，９５３万７，９８２円となる。ま

た、今後の用地の活用については、施設マネジメ

ントの観点から、市全体として検討していきたい

と考えており、現時点では具体的に決まってはい

ない。

（スポーツ課長）

 令和２年度の管理運営にかかる収支見込は

１，９６２万５，７０８円のマイナスとなったが、

これに、事業者の自主事業の収支見込でプラスと

なる１，０７９万３，０８５円を充当しても、不

足となる８８３万２，６２３円を市が負担するも

のである。
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1

環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                      学校教育部 庶務課

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

△ 歳入の部

第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目 第１１目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変 更

    第１０款 教育費 第４項 高等学校費

     高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変 更

    学校建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

（松本 幸恵 委員）

ＧＩＧＡスクール端末の整備状況はどのように

なっているのか。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。

（庶務課長）

中学校については、昨年１２月末に端末整備は

終了している。小・中学校を１０クールに分けて

工事を進めており、現在、第９クール目の工事を

実施しているところである。端末整備は工事が終

了した学校から進めているところであり、残りの

第９・第１０クールも３月中に終了予定であり、

順調に進んでいる。
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1

環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                     学校教育部 学務課

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

△ 歳入の部

第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目 第１１目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変 更

    第１０款 教育費 第４項 高等学校費

     高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変 更

    学校建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

（芦田 芳枝 委員）

５目放課後児童対策費に関わり、安行東小の放

課後児童クラブ室の整備事業が、新型コロナウイ

ルスの影響により延期されたとのことだが、今後

の整備予定及びクラブ室の現状、人数についてど

のようになっているか。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。

（学務課長）

 整備については、既存のクラブ室の隣に設置

し、稼働開始は令和４年１月を予定している。

 また、現在は、既存のクラブ室と学校の教室を

借用することで運営しており、登録児童数は令和

２年５月１日現在で１９０人である。
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1

環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                      学校教育部 指導課

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

△ 歳入の部

第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目 第１１目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変 更

    第１０款 教育費 第４項 高等学校費

     高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変 更

    学校建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

（芦田 芳枝 委員）

教育研究所費において、特別支援教育支援員と

特別支援学級等補助員に係る経費が当初の見込み

より下回ったということだが、人数が当初の見込

みより下回ったことについて聞きたい。

（芦田 芳枝 委員）

特別支援教育支援員、特別支援学級等補助員の

人数だが当初の見込みより減っている。人数が満

たないということで弊害や、一人ひとりに対して

丁寧な対応ができないということはなかったの

か。

（指導課長）

 特別支援教育支援員は、当初８１名を見込んで

いたが、７７名となった。その後１月末には８０

名となった。特別支援学級等補助員は、５０名を

見込んでいたところ４６名の配置であったが、そ

の後４８名となった。

（指導課長）

 当初の予定よりも配置人数が下回ったことによ

り、２名配置を予定していた学校を１名で対応す

るなど、各学校で工夫をしている。人数が多い学

校については対応に苦慮したと思うが、通常の支

援ができたものと考えている。
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 委員）

 毎年人数が足りない状況なのか。

（こんどう ともあき 委員）

 教育指導費１８節のオリンピック・パラリンピ

ック学校連携観戦チケット負担金が減額してい

る。市内の子どもたちにオリンピック・パラリン

ピック観戦をということだったと思うが、今後は

どうするのか、わかる範囲で聞きたい。

（松本 幸恵 委員）

 教育指導費の人材派遣手数料について、契約差

金が生じたということだが、単価がいくらなの

か。また、ＡＬＴの方々のことと思うが、休校期

間中はどのような仕事をしていたのか、派遣手数

料は支払われているのか。

（松本 幸恵 委員）

 ＡＬＴについて、今年度は休校中に学校との打

ち合わせができたということだが、今までは打合

せの時間が取れず、授業の組み立てができなかっ

（指導課長）

 人数に関しては、特別支援教育支援員、特別支

援学級等補助員とも毎年ぎりぎりの人数ではあ

るが支援はできている。

（指導課長）

 オリンピック・パラリンピック学校連携観戦チ

ケットは、観戦希望について学校にアンケートを

取ったところ９，１３６枚ということになった。

来年度についても県から同様の通知がきたため、

観戦について再度学校にアンケートを取ったと

ころ、８，８２９枚の希望があった。マイナス３

０７枚になったが、引き続きすすめていく。

（指導課長）

 人材派遣手数料については、税抜２０，７５０

円のところ、１７，７９０円となった。休校期間

中は、学校との打ち合わせをしたり、指導計画や

教材の作成をしたりすることで、人材派遣手数料

は通常通り支払っている。
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質 疑 応 答

たと聞いている。休校等にかかわらず、今後もで

きれば打合せの時間がとれる配置ができるよう、

要望する。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                    学校教育部 学校保健課

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

△ 歳入の部

第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目 第１１目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変 更

    第１０款 教育費 第４項 高等学校費

     高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変 更

    学校建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

（松本 幸恵 委員）

脊柱側わん検診委託を見送ったとの説明であっ

たが、該当学年の健診は今後どのように考えてい

るのか。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。

（学校保健課長）

 従来対象者は小４であるが、医師会から小５の

方が発見率が高いとの助言をいただいたので、今

年度は中止して小５にシフトしていく予定であ

る。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                 学校教育部 川口市立高等学校

質 疑 応 答

議案第１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第９号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

△ 歳入の部

第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第６目 第１１目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第８目

第２３款 市債 第１項 市債 第６目

 第２条第２表 継続費補正の内

  １ 変 更

    第１０款 教育費 第４項 高等学校費

     高等学校建設事業（旧川口高等学校解体工事）

 第４条第４表 地方債補正の内

  ２ 変 更

    学校建設事業

 ＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 教育総務課

質 疑 応 答

議案第１６号 和解契約の締結について（中学校夜間学級新校舎建設工事の建設工事請負契約

の解除）

議案第１７号 和解契約の締結について（中学校夜間学級新校舎建設工事のうち電気工事の建

設工事請負契約の解除）

議案第１８号 和解契約の締結について（中学校夜間学級新校舎建設工事のうち空調設備工事

及び中学校夜間学級新校舎建設工事のうち衛生設備工事の建設工事請負契約

の解除）

 ＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   学校教育部 学校保健課

質 疑 応 答

議案第５１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第１０号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

    第１０款 教育費

  △ 歳入の部

    第１６款 国庫支出金

     第２項 国庫補助金 第６目、第１１目

 第２条第２表 繰越明許費補正の内

  １ 追加

    第１０款 教育費

 第７項 学校保健費

      学校環境衛生管理事業

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

学校保健特別対策事業費補助金は令和２年９月

補正と同様に学校へ配当するのか。また、各学校

への配当金額はどのくらいか。 

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。

（学校保健課長）

児童・生徒数が３００人以下の学校が８０万

円、３０１人から５００人が１２０万円、５０１

人以上が１６０万円で、高等学校は２４０万円で

ある。学校の判断で必要な物品を購入できるよう

対応していく。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                 学校教育部 川口市立高等学校

質 疑 応 答

議案第５１号 令和２年度川口市一般会計補正予算（第１０号）

 第１条第１表 歳入歳出予算補正の内

△ 歳出の部

    第１０款 教育費

  △ 歳入の部

    第１６款 国庫支出金

     第２項 国庫補助金 第６目、第１１目

 第２条第２表 繰越明許費補正の内

  １ 追加

    第１０款 教育費

 第４項 高等学校費

      高等学校運営費

      学校ＩＣＴ整備事業

 ＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者全員にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 教育総務課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算 

第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部  第１０款 教育費

△ 歳入の部 第１４款 分担金及び負担金 第１項 負担金 第４目

         第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

 第２項 手数料 第７目

         第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第７目

         第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第９目 

第３項 委託金 第６目

         第２３款 市債 第１項 市債 第８目

第２条第２表 継続費の内

  第１０款 教育費 第２項 小学校費

   小学校施設整備事業（新郷小学校プール建設工事）

   小学校施設整備事業（東本郷小学校プール建設工事）

  第１０款 教育費 第６項 社会教育費

   歴史的建造物施設整備事業（旧田中家住宅南塀耐震補強工事）

   鳩ヶ谷公民館改築事業（建設工事）

   西川口・横曽根公民館集約化事業（設計委託）

   横曽根図書館改築事業（設計委託）

第３条第３表 債務負担行為の内 

   放課後児童クラブ業務（令和４年度分）

   奨学資金利子補給金（令和３年度融資分）

   奨学資金融資損失補償（令和３年度融資分）

第４条第４表 地方債の内

   学校施設整備事業 学校建設事業 海浜学園施設整備事業 少年自然の家施設整備事業

   社会教育施設整備事業 社会教育施設建設事業 文化財保護事業 体育施設整備事業

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

 予算概要の３６ページに、小・中学校施設維持

補修・整備費として２３億３，９８７万６千円と

あるが、学校施設の老朽化対策としてどのような

事業を計画しているのか。

（教育総務課長）

 小学校については、芝南小学校他２校の外壁塗

装、本町小学校外壁タイル補修、十二月田小学校

体育館内壁・床補修等の維持補修事業、また、老

朽化している新郷小学校プール改築、里小学校他
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 委員）

 小学校費、中学校費の建築物・設備等定期点検

手数料の中で、３年に１度実施する非構造部材の

定期点検が含まれているとのことだが、どのよう

な個所を点検するのか。

（芦田 芳枝 委員）

学校の窓ガラスには飛散防止フィルムが貼っ

てあるのか。特に体育館の状況はどうか。

２校の給水管改修などの施設整備事業の合計

４０件の工事を計画している。中学校について

は、神根中学校武道場屋根・外壁補修等の維持補

修事業、また、老朽化している鳩ヶ谷中学校プー

ル改築、八幡木中学校渡り廊下改築などの施設整

備事業の合計２０件の工事を計画している。

（教育総務課長）

 天井材、窓ガラス、棚などの点検を実施するも

のである。

（教育総務課長）

 窓ガラスの飛散防止対策として、平成１８年度

までに、小学校４５校、中学校２２校、幼稚園２

園で、校舎の２階以上などの危険性が高い箇所に

飛散防止フィルムを貼り付けた。また、体育館に

ついては、平成３０年度から築１０年から３０年

の校舎を対象として、合わせガラスなどの飛散し

にくいガラスに改修を実施しており、小・中学校

合わせた対象校８校のうち、令和２年度までに５

校実施し、今後も順次取り組んでいく。築３０年

以上の学校については、改築等の機会を捉えて改

修していく。
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 委員）

 改築を待っていては遅いのではないか。体育館

の窓ガラスの飛散防止対策がされていない学校

は何校あるのか。

（芦田 芳枝 委員）

 体育館の窓ガラスに飛散防止フィルムを貼る

のに、費用はどのくらい必要なのか。

（芦田 芳枝 委員）

学校の体育館は避難所ともなることから、窓ガ

ラスの耐震化を進めてほしい。（要望）

（こんどう ともあき 委員）

 トイレの洋式化の工事を来年度実施する学校

はあるのか。また、小・中学校のトイレの洋式化

率をそれぞれ教えてほしい。

（関 由紀夫 委員）

 ３２７ページ、１２節委託料の運行業務等委託

料について、内容、車の所有者、予算の積算根拠

について教えてほしい。また、運行業務等とある

がその理由は。

（教育総務課長）

 小学校４２校、中学校２４校ある。今後、飛散

防止フィルムの貼り付けを含めて、耐震化をどの

ように進めていくか検討していきたい。

（教育総務課長）

 足場設置の有無等、学校ごとに条件が異なるた

め、一律に算出することはできない。

（教育総務課長）

小学校については、来年度は実施しない。中学校

については、戸塚中学校と戸塚西中学校で実施す

る。また、トイレの洋式化率は、令和２年７月時

点で、小学校５６．６％、中学校５５．８％であ

る。

（教育総務課長）

 教育長車の運転業務であり、車の所有者は市で

ある。予算積算根拠は、月額基本料４２万円を

１２か月分と超過走行分として１キロメートル

２５円を１，０００キロメートル分加算し、さら
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質 疑 応 答

（関 由紀夫 委員）

 小学校費と中学校費の予算で、通路、昇降口等

の渡り廊下の耐震化事業の進捗率はどのぐらい

なのか。また、今後はどのように進めていくのか。

（野口 宏明 委員）

 附属中学校運営費の予算が計上されているが、

教育総務課の内容はどのようなものか。

に消費税を加えた額である。また、運行業務等の

理由は、運転業務以外に軽微な業務などが含まれ

ているためである。

（教育総務課長）

 小学校については、対象が４０棟あり、耐震診

断済み３９棟のうち補強が必要なものが２３棟、

改築が必要なものが１棟である。このうち、令和

２年度に補強を１棟、改築を１棟実施しており、

進捗率は８．３％である。令和３年度には、残る

１棟の耐震診断を行うとともに、補強を１棟実施

予定であるため、令和３年度の進捗率は１２．

５％となる見込みである。

中学校については、対象が１８棟あり、補強が

必要なものが１０棟、改築が必要なものが３棟で

ある。令和２年度に改築を１棟実施しており、進

捗率は７．７％である。令和３年度には、補強を

１棟、改築を１棟実施予定であるため、令和３年

度の進捗率は２３．１％となる見込みである。

今後も順次、補強工事等の対応を進めていく予

定である。

（教育総務課長）

 消防設備やエレベーターの保守点検費用など、

施設の維持管理に必要な経費である。
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質 疑 応 答

（野口 宏明 委員）

 ＰＣＢ廃棄物処理事業が、小学校費、中学校費、

高等学校総務費、公民館費、体育費に計上されて

いるが、廃棄物はそれぞれどのくらいあるのか。

（野口 宏明 委員）

 説明の中でＰＣＢ処分委託料を「新たに」計上

したとあるが、これまではどのように処分してい

たのか。費用の負担は県費か市費か。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。

（教育総務課長）

 高濃度ＰＣＢについては、小学校分６４４．1

キログラム、中学校分３３３．３キログラム、高

校分５２１．7 キログラム、公民館分１６０．３

キログラム、スポーツセンター分５２．４キログ

ラムである。低濃度ＰＣＢについては、小学校分

８８５キログラム、高校分８６キログラム、公民

館分３０キログラム、スポーツセンター分２，４

５１キログラムである。

（教育総務課長）

 平成３０年度からＰＣＢ廃棄物処分事業を計

画的に実施しており、昨年度は準備および登録ま

でを行っており、処分に係る費用は計上していな

かったが、来年度は、処分費用として新たに計上

したということである。処分費については、これ

までも市費で負担している。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 生涯学習課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第６項 社会教育費

  第１目 社会教育総務費 第２目 公民館費 第３目 中央ふれあい館費

第４目 生涯学習プラザ費 第５目 文化会館費 第１２目 社会教育施設整備費

 ＜ 質 疑 ＞

（関 由紀夫 委員）

３６０ページ、中央ふれあい館費に廃棄物処理

委託料が計上されてないが、事業系のゴミ処理は

どうしているのか。

（関 由紀夫 委員）

廃棄物処理は適正に行っているのか。

（芝﨑 正太 委員）

はたちの集い実行委員会において、警備費用は

いくらか。

（芝﨑 正太 委員）

今年はパトカーが出動するなど、大変な状況で

あったようである。開催にあたっては充分な警備

体制をとり、実施してもらいたい。（要望）

（生涯学習課長）

 公民館費に計上しており、近隣の公民館と一緒

に処理している。

（生涯学習課長）

仕様書に廃棄物処理及び清掃に関する法令な

ど、関係法令に基づき処理するよう示している。

（生涯学習課長）

 約３５０万円である。
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質 疑 応 答

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 文化推進室

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第６項 社会教育費 第１０目 文化推進費

                          第１１目 アートギャラリー費

 ＜ 質 疑 ＞

（関 由紀夫 委員）

 ３７４ページ、アートギャラリー費に廃棄物処

理委託料が計上されていないが、事業系のゴミ処

理はどうしているのか。

（関 由紀夫 委員）

 廃棄物処理は適正に行っているのか。

（松本 幸恵 委員）

 ３７２ページ、美術館建設等検討事業について、

令和３年度の事業は。

（松本 幸恵 委員）

 近隣住民や権利者との合意形成はどのように図

るのか。

（文化推進室長）

 管理業務委託料の中で処理している。

（文化推進室長）

 許可業者の中から指名競争入札を行っており、

業務委託契約時には許可証の写しを徴している。

（文化推進室長）

 再開発事業に伴う建物の仕様や設計与件、ケー

ススタディ等の調査を行う予定である。

（文化推進室長）

 現在パブリックコメントを行っている川口市

美術館建設基本計画の策定後、様々な媒体を通し

てこれを公表するとともに、まずは権利者の皆様

に向け、再開発担当部局とともに基本計画の説明
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質 疑 応 答

（芝﨑 正太 委員）

 ３７２ページ、寄贈作品展事業について説明し

てほしい。

（芝﨑 正太 委員）

 アトリアは、公園や商業施設に近接した会場で

あるため、セキュリティ対策はしっかり講じてほ

しい。（要望）

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。

を開始する予定である。

（文化推進室長）

 既にご寄贈いただいている市民共通の財産で

ある美術作品約２００点の中から厳選した作品

と、新たに寄贈の申し出をいただく作品による展

覧会を２回、アートギャラリー・アトリアにて開

催する予定である。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 文化財課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第６項 社会教育費 第８目 文化財保護費

 ＜ 質 疑 ＞

（こんどう ともあき 委員）

３６９ページ、文化財保護費の工事請負費に関

わり、耐震補強工事費の内容について説明してほ

しい。

（関 由紀夫 委員）

 ３６６ページ、文化財保護費に廃棄物処理委託

料が計上されていないが、事業系のごみ処理はど

うしているのか。 

（関 由紀夫 委員）

廃棄物処理は適正に行っているのか。 

（芦田 芳枝 委員） 

文化財センター施設運営費より郷土資料館施設

運営費の方が高いのは何故か。 

（文化財課長）

旧田中家住宅の南側の煉瓦塀について、倒壊の

危険性があり、安全性を確保するため、令和３年

度から２か年継続事業で耐震補強工事を行うも

のである。

（文化財課長）

文化財センター及び分館３館の廃棄物処理は、清

掃委託料の中で計上し、執行している。

（文化財課長）

清掃委託仕様書において、業務用ごみ袋を使用

し、適正に処理するように明記している。

（文化財課長）

郷土資料館施設運営費の中で、文化財展示製作

等委託料を計上するなどしているためである。
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 委員） 

今議会の一般質問で出た、文化財センターのＳ

ＫＩＰシティへの移転について、今後の方向性を

伺いたい。また、併せて、郷土資料館の移転につ

いても意向を確認したい。 

（芦田 芳枝 委員） 

文化財センターと郷土資料館の来館者数の推

移を教えてほしい。 

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。

（文化財課長）

今後、施設を所有している埼玉県と調整を図っ

ていく。また、郷土資料館についても同様に検討

していく。

（文化財課長）

文化財センターの来館者は、令和元年度が

５，２６６人で、令和２年度はコロナ禍の影響を

受け１月３１日現在で９７３人である。郷土資料

館の来館者は、令和元年度が２，１３６人、令和

２年度は１月３１日現在、２，７４９人である。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 中央図書館

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第６項 社会教育費 第６目 図書館費

                        第７目 映像・情報メディアセンター費

 ＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 科学館

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第６項 社会教育費 第９目 科学館費

 ＜ 質 疑 ＞

（関 由紀夫 委員）

 ３７０ページ、科学館費に廃棄物処理委託料が

計上されていないが、事業系のゴミ処理はどうし

ているのか。

（関 由紀夫 委員）

廃棄物処理は、適正に行っているのか。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。

（科学館長）

 科学展示保守委託料に含まれ処理している。

（科学館長）

 仕様書に「廃棄物の処理及び清掃に関する法律

その他関係法令に基づき適正に処分する」との記

載をしており、完了報告書でも確認している。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   教育総務部 スポーツ課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

 △歳出の部 第１０款 教育費 第８項 体育費 

 ＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

なし。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                     学校教育部 庶務課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算 

第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部  第１０款 教育費

△ 歳入の部 第１４款 分担金及び負担金 第１項 負担金 第４目

         第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

 第２項 手数料 第７目

         第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第７目

         第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第９目 

第３項 委託金 第６目

         第２３款 市債 第１項 市債 第８目

第２条第２表 継続費の内

  第１０款 教育費 第２項 小学校費

   小学校施設整備事業（新郷小学校プール建設工事）

   小学校施設整備事業（東本郷小学校プール建設工事）

  第１０款 教育費 第６項 社会教育費

   歴史的建造物施設整備事業（旧田中家住宅南塀耐震補強工事）

   鳩ヶ谷公民館改築事業（建設工事）

   西川口・横曽根公民館集約化事業（設計委託）

   横曽根図書館改築事業（設計委託）

第３条第３表 債務負担行為の内 

   放課後児童クラブ業務（令和４年度分）

   奨学資金利子補給金（令和３年度融資分）

   奨学資金融資損失補償（令和３年度融資分）

第４条第４表 地方債の内

   学校施設整備事業 学校建設事業 海浜学園施設整備事業 少年自然の家施設整備事業

   社会教育施設整備事業 社会教育施設建設事業 文化財保護事業 体育施設整備事業

＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

小学校費・中学校費に計上されている電子計算

機保守委託料について、ＧＩＧＡスクール用端末

の運用保守に係る費用とのことであるが、具体的

な業務内容について伺いたい。

（庶務課長）

電子計算機保守委託料については、ＧＩＧＡス

クールの運用に関する保守委託であり、業務内容

は、トラブルや不具合があった時のためのヘルプ

デスクの設置、各学校で授業やパソコンの操作
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質 疑 応 答

（松本 幸恵 委員）

 小学校費、中学校費の１目学校管理費において、

目の説明の小学校運営費及び中学校運営費におけ

る庶務課分の学校配当予算について、それぞれ１校

あたりの予算額及び前年度との増減率について伺

いたい。

（松本 幸恵 委員）

 小学校費、中学校費ともに配当予算は増額されて

いるが、教材費等の保護者負担は減っていない状況

である。今後の予算確保に向けた考えを伺いたい。

（野口 宏明 委員）

 奨学事業の奨学資金貸付金損失補償金について、

詳細な説明を伺いたい。

（野口 宏明 委員）

利子補給金の積算根拠はどのようになっている

のか。

等を支援するＩＣＴ支援員の派遣、職員研修等を行

うものである。

（庶務課長）

 １校当たりの学校配当予算については、小学校費

が、４４４万５，６４４円で前年度比４．５パーセ

ントの増、同じく中学校費が４７２万８，６４５円

で前年度比２．２パーセントの増となっている。

（庶務課長）

 今後も引き続き予算の確保に努めていく。

（庶務課長）

 銀行が融資した債権について、回収できなかった

分を補償するものであり、銀行で３ヵ月間、さらに

保証会社で１２ヵ月間回収できなかった場合に、市

が損失補償することになっている。

 予算額については、令和２年９月末現在で

１４件９名分５７１万２，０００円の損失補償を見

込んでいる。

（庶務課長）

 銀行利率は２．４７５パーセントであり、銀行で

３ヵ月間回収できないと保証会社に債権が移るこ
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質 疑 応 答

（野口 宏明 委員）

 附属中学校入学選考手数料の予算を減額した

理由を伺いたい。

（野口 宏明 委員）

 庶務課が所管する附属中学校運営費の内容を

伺いたい。

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 学力向上支援事業の学力調査は、過度な競争を

あおるもので、教育的効果がないと考える。また、

教職員研修事業において新たに行われるＧＴＥ

Ｃについては、授業時間中に民間事業者のテスト

を実施するもので、授業時間の確保や、成績とい

ったセンシティブな個人情報を民間事業者に提

供することに疑義があること。給食業務委託につ

いては、単年度契約とすることで、事業者の安定

的な雇用の確保や安定した事業運営を阻害する

恐れがあることから反対する。

とになり、その場合は３パーセントであり、件数に

見合った金額を計上している。

（庶務課長）

 今年度の実績を踏まえ、８倍から７．５倍へ応募

者数の減少を見込んだものである。

（庶務課長）

 来年度の生徒を受け入れるための備品整備や学

校運営に係る予算を計上している。

-66-



4

質 疑 応 答

（荻野 梓 委員）

 学力向上支援事業における低学年基礎学力定

着度調査などのテストは、市が行った教育がどの

程度効果があったのかという学力の定着度を図

るものであり、競争をあおるものではない。更に、

児童生徒のつまづきや課題の把握もできるもの

である。また、実施により、高学年や中学校に進

級した際の学力向上につなげるために有用であ

ることから、今後も事業を推進していただきた

い。

 さらに、職員研修事業については、民間事業者

を活用することにより、職員の負担を増やすこと

なく学力の向上につなげられること、給食業務委

託については安全で効率的な給食の提供を継続

していただくことを要望し賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                      学校教育部 学務課

質 疑 応 答

議案第２０号

令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

  △ 歳入の部

   第１４款 分担金及び負担金 第１項 負担金 第４目

   第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

   第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第７目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第９目 第３項 委託金 第６目

第２３款 市債 第１項 市債 第８目

 第３条第３表 債務負担行為の内

    放課後児童クラブ業務（令和４年度分）

 第４条第４表 地方債の内

    海浜学園施設整備事業  少年自然の家施設整備事業

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

 放課後児童対策費に関わり、１２節委託料のう

ち放課後児童クラブ事業委託料で新型コロナウイ

ルスの感染拡大防止を図るための補助金が含まれ

ているとのことだが、補助金の内容はどのような

ものか。

（荻野 梓 委員）

放課後児童対策費に関わり、１２節委託料のう

ちコールセンター業務等委託料の今年度の実績と

令和３年度の内容について。

（学務課長）

 人件費のかかり増し経費や備品購入費、消毒液

等の消耗品費が対象であり、本市の場合、１支援

単位あたり４０万円が上限に１２９単位分を計

上するものである。

（学務課長）

 令和２年度の業務は、１２月から開始し、２月

末現在で電話対応が６６２件、次年度申請のデー

タ入力や書類整理等が約６，４００件分であり、

市職員は、入室審査をはじめ運営に関する業務や
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質 疑 応 答

（荻野 梓 委員）

少年自然の家費に関わり、１２節委託料におい

て、老朽化した給水設備の改修のための実施設計

等委託料が計上されているが、改修内容と改修工

事はいつ実施するのか。

（こんどう ともあき 委員）

 放課後児童対策費に関わり、令和３年度分の申

請状況と令和２年度の申請数は。

（こんどう ともあき 委員）

 幼稚園費に関わり、園児数について、令和２年

度の人数と３年度の見込み数について。

新型コロナウイルスの対応等に注力することが

できた。令和３年度については、４月から通年で

実施し、郵便物の発送等も加え、市民サービスの

向上や業務の効率化をさらに図るものである。

（学務課長）

内容は、屋外に設置してある給水ポンプや配水

管の改修であり、冬場の降雪期間中に工事が実施

できないことから、改修工事は令和４年度に実施

する予定としている。

（学務課長）

 令和３年度については、１月２１日現在で６，

３３０件、令和２年度の申請数は、同時期で６，

８９４件であり、今後、３年度分も２年度に近い

数字になると見込んでいる。

（学務課長）

 令和２年度について、舟戸が４歳児２８人、５

歳児が２９人の合計５７人であり、南平が４歳児

１６人、５歳児が３７人の合計５３人である。

 令和３年度は３年保育になり、舟戸が３歳児１

６人、４歳児１２人、５歳児３３人の合計６１人

であり、南平が３歳児１２人、４歳児１２人、５

歳児２０人の合計４４人を見込んでいる。
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質 疑 応 答

（松本 幸恵 委員）

 放課後児童対策費に関わり、川口市放課後児童

健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の改正に伴い、資格研修受講者が支援員

として参酌されることとなったが、現在の支援員

の状況と今後の見通しについて。

（芝﨑 正太 委員）

 海浜学園費及び少年自然の家費に関わり、令和

３年度については日帰りでの実施との報告を受

けたが、日帰りとしたことの説明を。

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 学力向上支援事業の学力調査は、過度な競争を

あおるもので、教育的効果がないと考える。また、

教職員研修事業において新たに行われるＧＴＥ

Ｃについては、授業時間中に民間事業者のテスト

を実施するもので、授業時間の確保や、成績とい

ったセンシティブな個人情報を民間事業者に提

供することに疑義があること。給食業務委託につ

いては、単年度契約とすることで、事業者の安定

的な雇用の確保や安定した事業運営を阻害する

恐れがあることから反対する。

（学務課長）

 条例施行後の令和３年１月１日現在の状況は、

支援員１９７人、みなし支援員２３人、補助員２

５２人の合計４７２人であり、今後も、市や県主

催の研修への積極的な参加について、委託事業者

へ働きかけ、認定支援員の確保に努めていく。

（学務課長）

 実施方法については、当初、２泊の実施を見込

み計上していたものの、様々な状況に鑑み、予算

計上した範囲内で日帰り実施としたもの。事務手

続きについては、今後、必要に応じて適正に対処

する。
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質 疑 応 答

（荻野 梓 委員）

 学力向上支援事業における低学年基礎学力定

着度調査などのテストは、市が行った教育がどの

程度効果があったのかという学力の定着度を図

るものであり、競争をあおるものではない。更に、

児童生徒のつまづきや課題の把握もできるもの

である。また、実施により、高学年や中学校に進

級した際の学力向上につなげるために有用であ

ることから、今後も事業を推進していただきた

い。

 さらに、職員研修事業については、民間事業者

を活用することにより、職員の負担を増やすこと

なく学力の向上につなげられること、給食業務委

託については安全で効率的な給食の提供を継続

していただくことを要望し賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                      学校教育部 指導課

質 疑 応 答

議案第２０号

令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部

第１０款 教育費

  △ 歳入の部

   第１５款 使用料及び手数料 第１項 使用料 第９目

   第１６款 国庫支出金 第２項 国庫補助金 第７目

第１７款 県支出金 第２項 県補助金 第９目

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

３２９ページ、教育指導費、学力向上支援事業

１５万円がどのような事業なのか教えてほしい。

（荻野 梓 委員）

同じページ、研修委託料について、中学校の英

語教員の研修委託料が計上されているが、どのよ

うな研修なのか。

（指導課長）

主な内容は小学校低学年基礎学力定着度テス

ト、理科オリンピック、手づくり社会科マップコ

ンテスト、漢字チャレンジ検定、長期休業・放課

後等の補充学習、指導主事による学校訪問などで

ある。

（指導課長）

 市内全中学校の１年生を担当する英語教員を

対象とした英語指導力向上研修を委託するもの

である。「ＧＴＥＣスコア型英語４技能検定」の

ＧＴＥＣ Ｊｕｎｉｏｒ Ｐｌｕｓを導入する。

「ＧＴＥＣスコア型英語４技能検定」とは、「聞

く」「読む」「話す」「書く」の４技能の英語力を

測る検定で、市内中学校１年生全員が受検する。

英語教員の研修は、検定前の事前研修と、検定結
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 議員）

３２９ページ、要保護・準要保護児童生徒就学

援助事業において、コロナ禍ということで相談や

申請件数が増えていると思うので現状を知りた

い。

（芦田 芳枝 議員）

部活動指導員配置事業において、部活動指導員

の配置がどうなっているのか。

最終的には全部の中学校に配置するのか。

（芦田 芳枝 議員）

 希望があった学校は何校なのか。

 毎年希望すれば配置してもらえるのか。

果を用いた事後研修を実施し、教員の英語指導力

向上を目的として、行うものである。

（指導課長）

申請者数は１月末現在で小学校７７名、中学校

４０名、合計１１７名である。そのうち、認定者

数は、小学校６８名、中学校３５名、合計１０３

名である。

（指導課長）

部活動指導員配置事業については、令和２年度

は９校に１３名を配置している。配置している部

活動は、剣道、陸上、ダンス、ソフトボール、柔

道、バレーボール、新体操、ソフトテニス、水泳

及び音楽です。令和３年度は運動部１３名、文化

部４名の１７名を予定している。

部活動指導員配置事業は、学校に配置について

の調査を行い、学校から配置希望を受けた人数を

配置するものである。全校から希望があったもの

ではない。

（指導課長）

 令和3年度については、応募があった学校は９

校である。

毎年県から調査があり、各学校から配置を希望
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 議員）

特別支援教育支援事業において、来年度８校を

設置するとのことだが、補助員を増やすとか、人

数、設置に向けた今後の計画を知りたい。

（こんどう ともあき 委員）

 ３２９ページの学校図書館司書配置事業の現

状を教えてほしい。

（こんどう ともあき 委員）

 ３２９ページの教育相談員活用事業について

詳細を知りたい。

（関 由紀夫 委員）

 説明文では、英語教員の指導力向上のための研

修委託料を追加計上としているが、どのようなこ

する部活動について希望を受けて、県に報告し、

希望に基づき配置をする。

（指導課長）

 特別支援教育支援員は８１名から８６名に、特

別支援学級等補助員は５０名から５９名に増員

する予定である。今後は、子どもの推移を見極め

ながら、検討していきたいと考えている。

（指導課長）

令和２年度は、３９名を小学校５２校、中学校

２６校、合計７８校に１人２校兼務で配置した。

来年度は、４０名を配置し１校１人の学校を２校

設置する予定である。

（指導課長）

 教育研究所に配置している教育相談員、教育カ

ウンセラー、教育研究所にある医療相談、特別支

援教育アドバイザー、スクールソーシャルワーカ

ーなどの事業がある。また、各中学校にすこやか

相談員、サポート相談員を配置している。

（指導課長）

研修委託料について、教職員研修事業におい

て、法定研修のうち初任者教員、５年経験者及び
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質 疑 応 答

とか。

（関 由紀夫 委員）

３３１ページの運行業務委託料の内容だが、対

象児童数が減少とあるが、減額しているその内容

について。緑ナンバーの車両なのか。積算根拠も

知りたい。

（関 由紀夫 委員）

各施設の廃棄物処理について、予算書に載って

いないがどうしているのか。

（松本 幸恵 委員）

 事務局費で指導課の職員人件費が、前年比で５

名増えているが、どのように配置されるのか。

（松本 幸恵 委員）

 指導主事の増員にかかわり、今後も増員してほ

２０年経験者研修等を県に委託している。このた

び英語研修を計上したことで研修委託料が増額

したものである。

（指導課長）

 学区が広域となっている学校を選定し、特別支

援学級を８校新設したため、対象児童の人数及び

運行台数が少なくなったことによるものである。

タクシーを借り上げているので緑ナンバーであ

る。積算は、３地区運行予定で芝地区に１台行き

のみ６，６２０円×２００日、安行地区１台往復

で６，６２０円×２００円、新郷地区１台往復

１１，０００円×２００日である。

（指導課長）

 教育研究所については、清掃業務委託で清掃業

者に処理を委託している。

（指導課長）

 各学校の要請に基づく指導主事による学校訪

問や要請訪問に数多く応じることができるよう

になると考えている。 

（指導課長）

教育研究所で行われている就学相談の増加や、
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質 疑 応 答

しいと思う。今後の見通しについても聞きたい。

（松本 幸恵 委員）

研修委託料にかかわり、生徒がＧＴＥＣを受検

するとのことだが、受検は授業の時間内に学校で

行うのか。受検の費用がどうなるのか。また通常

の定期テストで網羅することはできないのか。

（松本 幸恵 委員）

 就学援助の対象が拡大される内容について聞

きたい。 

（野口 宏明 委員）

 ３４１ページ、附属中学校運営費について、各

課の事業概要を知りたい。

また中核市として県から移譲された研修につい

て、現在は県に委託している状況なのでそのこと

も勘案しながら、今後の増員については検討して

いきたい。

（指導課長）

 受検は授業内に行う予定である。費用の生徒負

担はない。定期テストでは測れない総合的な英語

力を測ることがこの検定の目的である。 

（指導課長）

川口市に住民登録がある、国立・県立に就学し

ている児童・生徒の保護者にも支給対象を拡大す

る。 

（指導課長）

 附属中学校運営費の指導課分だが、１点目は入

学者選考試験を実施するにあたり、適性検査問題

の作成、印刷、採点事業を委託するものである。

２点目は、附属中学校では生徒の英語運用能力

テストとしてＴＯＥＦＬを導入することになっ

ている。本テストを活用した英語教員向けの研修

を行い指導に生かすことを目的として委託する

ものである。
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質 疑 応 答

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 学力向上支援事業の学力調査は、過度な競争を

あおるもので、教育的効果がないと考える。また、

教職員研修事業において新たに行われるＧＴＥ

Ｃについては、授業時間中に民間事業者のテスト

を実施するもので、授業時間の確保や、成績とい

ったセンシティブな個人情報を民間事業者に提

供することに疑義があること。給食業務委託につ

いては、単年度契約とすることで、事業者の安定

的な雇用の確保や安定した事業運営を阻害する

恐れがあることから反対する。

（荻野 梓 委員）

 学力向上支援事業における低学年基礎学力定

着度調査などのテストは、市が行った教育がどの

程度効果があったのかという学力の定着度を図

るものであり、競争をあおるものではない。更に、

児童生徒のつまづきや課題の把握もできるもの

である。また、実施により、高学年や中学校に進

級した際の学力向上につなげるために有用であ

ることから、今後も事業を推進していただきた

い。

 さらに、職員研修事業については、民間事業者

を活用することにより、職員の負担を増やすこと
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質 疑 応 答

なく学力の向上につなげられること、給食業務委

託については安全で効率的な給食の提供を継続

していただくことを要望し賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。

-78-



1

環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                   学校教育部 学校保健課

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部

    第１０款 教育費

  △ 歳入の部

    第１５款 使用料及び手数料 

第１項 使用料 第９目

    第１６款 国庫支出金

 第２項 国庫補助金 第７目

    第１７款 県支出金 

第２項 県補助金 第９目

＜ 質 疑 ＞

（こんどう ともあき 委員）

 便所清掃委託料については、月に何回実施する

のか。

（関 由紀夫 委員）

各施設において廃棄物処理はどのように実施し

ているのか。

（松本 幸恵 委員）

 給食業務委託料について業者選定方法や契約方

法の変更点などあるのか。

（学校保健課長）

 小学校は月に８回。中学校は生徒の活動の中で

清掃をしている。

（学校保健課長）

 各学校は、廃棄物処理委託料において定期的に

収集している。

（学校保健課長）

 複数年契約や随意契約を単年度指名競争入札

に変更する。
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質 疑 応 答

（松本 幸恵 委員）

業者選定方法や契約方法の変更からその効果

やデメリットは何か。

（芦田 芳枝 委員）

賄材料費が減額となっている理由は何か。ま

た、学校給食援助費補助金の前年度との比較はい

かがか。

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 学力向上支援事業の学力調査は、過度な競争を

あおるもので、教育的効果がないと考える。また、

教職員研修事業において新たに行われるＧＴＥ

Ｃについては、授業時間中に民間事業者のテスト

を実施するもので、授業時間の確保や、成績とい

ったセンシティブな個人情報を民間事業者に提

供することに疑義があること。給食業務委託につ

いては、単年度契約とすることで、事業者の安定

的な雇用の確保や安定した事業運営を阻害する

（学校保健課長）

 メリットは、単年度契約の方が経費の節減や契

約の透明性が確保できることである。デメリット

としては、業者が変更になる場合であるが、しか

し、しっかりとした引継ぎをおこなった上で、学

校保健課栄養士などが指導にあたる予定である。

（学校保健課長）

 賄材料費の減額理由は、小学校が１４３人減、

中学校が、１０２人増、合計で４１人減である。

学校給食援助費補助金は、前年度と比較して小学

校が１０人増、中学校が１７４人増、合計で１８

４人増である。
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質 疑 応 答

恐れがあることから反対する。

（荻野 梓 委員）

 学力向上支援事業における低学年基礎学力定

着度調査などのテストは、市が行った教育がどの

程度効果があったのかという学力の定着度を図

るものであり、競争をあおるものではない。更に、

児童生徒のつまづきや課題の把握もできるもの

である。また、実施により、高学年や中学校に進

級した際の学力向上につなげるために有用であ

ることから、今後も事業を推進していただきた

い。

 さらに、職員研修事業については、民間事業者

を活用することにより、職員の負担を増やすこと

なく学力の向上につなげられること、給食業務委

託については安全で効率的な給食の提供を継続

していただくことを要望し賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                 学校教育部 川口市立高等学校

質 疑 応 答

議案第２０号 令和３年度川口市一般会計予算

 第１条第１表 歳入歳出予算の内

△ 歳出の部

    第１０款 教育費

  △ 歳入の部

    第１５款 使用料及び手数料 

第１項 使用料 第９目

第２項 手数料 第７目

    第１７款 県支出金 

第３項 委託金 第６目

＜ 質 疑 ＞

なし。

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 学力向上支援事業の学力調査は、過度な競争を

あおるもので、教育的効果がないと考える。また、

教職員研修事業において新たに行われるＧＴＥＣ

については、授業時間中に民間事業者のテストを

実施するもので、授業時間の確保や、成績といっ

たセンシティブな個人情報を民間事業者に提供す

ることに疑義があること。給食業務委託について

は、単年度契約とすることで、事業者の安定的な

雇用の確保や安定した事業運営を阻害する恐れが

あることから反対する。
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質 疑 応 答

（荻野 梓 委員）

 学力向上支援事業における低学年基礎学力定

着度調査などのテストは、市が行った教育がどの

程度効果があったのかという学力の定着度を図

るものであり、競争をあおるものではない。更に、

児童生徒のつまづきや課題の把握もできるもの

である。また、実施により、高学年や中学校に進

級した際の学力向上につなげるために有用であ

ることから、今後も事業を推進していただきた

い。

 さらに、職員研修事業については、民間事業者

を活用することにより、職員の負担を増やすこと

なく学力の向上につなげられること、給食業務委

託については安全で効率的な給食の提供を継続

していただくことを要望し賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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環境経済文教常任委員会質疑応答概要

（令和３年 ３月市議会定例会）                  学校教育部 学校保健課

質 疑 応 答

議案第４４号 川口市学校給食条例の一部を改正する条例

＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

 教育効果を最大限、生かすとは具体的にどうい

うことか。

（松本 幸恵 委員）

市内の中学校と同様に給食室や配膳室などの給

食施設を作れないのか。

（松本 幸恵 委員）

給食を提供することによる食育指導や生活指導

が教育上必要ではないか。教育上、デメリットは

ないのか。

（学校教育部長）

給食の配送時間にとらわれることなく、また配

膳から片付けまでの学校給食に費やす時間を有

効に活用し、中高一貫校の利点を最大限に生かし

た学校運営が可能となる。具体的には、第４・５

時間目をまとめて９０分授業とすることで、実験

等の準備に時間のかかる授業も効率的に行うこ

とが可能となる。また、中・高で昼食時間をずら

すことで、共有している施設・設備を有効に活用

することが可能となる。 

（学校保健課長） 

 給食提供するような校舎の構造になっていな

いため、現時点では難しいと考えている。

（学校保健課長） 

 栄養士による食に関する巡回指導を考えてい

る。栄養士の専門性を生かし在学する生徒の実態

に応じた栄養指導や食品を選択する能力を育成

することを中心にした食指導に取り組んでいく。
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質 疑 応 答

＜ 討 論 ＞

（松本 幸恵 委員）

 市内の学校は給食を実施してきている。給食に

より、食の学びができており、給食は大切と考え

る。選択する能力を育成するというが、今まで義

務教育として給食を守ってきているため反対で

ある。

（荻野 梓 委員）

川口市立高等学校附属中学校は、中高一貫教育

校として、６年間の計画的・継続的な教育課程を

展開することが可能となる。個々の好みや健康状

態に合わせて食を選択する経験は、早期に食の自

己管理能力を育成することにもつながる観点か

らも望ましいと考えることから賛成する。

＜ 採 決 ＞

起立者多数にて可決。
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